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川崎市地区計画の区域内における建築物に係る制限に関する条例の 

一部を改正する条例 改正概要 

 

１ 条例の主旨 

通常の都市計画に基づく規制（用途、容積率、建蔽率等）に加えて、地区の実情に応じ

た良好な環境を整備し、及び保全するために、地区計画を必要に応じて定めている。その

うち地域の土地利用の状況等からみて、地区計画で定めた内容の実現を確実に担保させる

ため、建築基準法上の制限とするもの。 

※ 昭和６３年に新百合ヶ丘駅周辺地区整備計画区域を適用区域としたのを皮切りにこれ

まで４８区域で適用 

 

２ 改正概要 

（１）都市計画の変更に伴う、五月台地区整備計画区域の制限の追加（第１条関係） 

ア 概要 

五月台地区では、土地区画整理事業により都市基盤施設が整備され、低層住宅を中

心として良好な住環境が形成されていたことから、その維持保全を図ることを目的と

した地区計画を平成１９年に都市計画決定した。その後、当該地区計画の区域に隣接

する中層住宅等が立地する区域においても合意形成が図られたことから、地区計画の

区域を拡大する都市計画の変更を行った。これに伴い、新たに地区整備計画が定めら

れた区域を追加し、建築物に係る制限を定める。 

 

 

区域の名称 概要 内容 

低層住宅地区Ａ 所要の整備を

行うもの 

建築物の高さの最高限度の項に 

ただし書を追加 低層住宅地区Ｂ

低層住宅地区Ｃ

新たに区域を 

追加し、制限

を定めるもの 

建築物の用途の制限 

建築物の容積率の最高限度 

建築物の敷地面積の最低限度 

建築物の高さの最高限度 

中層住宅地区Ａ
建築物の用途の制限 

中層住宅地区Ｂ

住宅地区 

建築物の用途の制限 

建築物の敷地面積の最低限度 

建築物の高さの最高限度 

 

イ 施行日 

公布の日から施行 

議案第２５号
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（２）建築基準法の一部改正に伴う所要の整備（第２条関係） 

ア 新旧対照表 

  建築基準法 新旧対照表（一部抜粋） 

新 旧 

別表第２（い）項 

一～五 略 

六 老人ホーム、保育所、福祉ホームその他

これらに類するもの 

七～十 略 

別表第２（い）項 

一～五 略 

六 老人ホーム、保育所、身体障害者福祉ホ

ームその他これらに類するもの 

七～十 略 

  

新 旧 

（容積率） 

第５２条 略 

２    略 

３ ・・・建築物の地階でその天井が地盤面

からの高さ1メートル以下にあるものの

住宅又は老人ホーム、福祉ホームその他

これらに類するもの（以下この項におい

て「老人ホーム等」という。）の用途に供

する部分（第6項の政令で定める昇降機の

昇降路の部分又は共同住宅の共用の廊下

若しくは階段の用に供する部分を除く。

以下この項において同じ。）の床面積（当

該床面積が当該建築物の住宅及び老人ホ

ーム等の用途に供する部分の床面積の合

計の3分の1を超える場合においては、当

該建築物の住宅及び老人ホーム等の用途

に供する部分の床面積の合計の3分の1）

は、算入しないものとする。 

４～１５ 略 

（容積率） 

第５２条 略 

２    略 

３ ・・・建築物の地階でその天井が地盤面

からの高さ1メートル以下にあるものの

住宅の用途に供する部分（第6項の政令で

定める昇降機の昇降路の部分又は共同住

宅の共用の廊下若しくは階段の用に供す

る部分を除く。以下この項において同

じ。）の床面積（当該床面積が当該建築物

の住宅及び老人ホーム等の用途に供する

部分の床面積の合計の3分の1を超える場

合においては、当該建築物の住宅の用途

に供する部分の床面積の合計の3分の1）

は、算入しないものとする。 

４～１５ 略 

 建築基準法施行令 新旧対照表（一部抜粋） 

新 旧 

火薬類（玩具煙火を除く。） 火薬類（玩
がん

具煙火を除く。） 

 

建築基準法及び建築基準法施行令の一部改正により、「身体障害者福祉ホーム」が「福

祉ホーム」に改められ、また、建築物の容積率の算定の基礎となる延べ面積に、建築物

の地階でその天井が地盤面からの高さ1メートル以下にあるものの老人ホーム、福祉ホー

ムその他これらに類するものの用途に供する部分の床面積を算入しないことが追加され、

「玩
がん

具」が「玩具」に改められたため、地区計画条例の規定についても所要の整備を行

う。 

 

イ 施行日 

平成２７年６月１日から施行 
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川崎市地区計画の区域内における建築物に係る制限に関する条例の 

一部を改正する条例新旧対照表【第１条関係】 

 

 改正後 改正前 

○川崎市地区計画の区域内における建築物に係る

制限に関する条例 

○川崎市地区計画の区域内における建築物に係る

制限に関する条例 

昭和６２年１２月２２日条例第４０号 昭和６２年１２月２２日条例第４０号

川崎市地区計画の区域内における建築物に係る制

限に関する条例 

川崎市地区計画の区域内における建築物に係る制

限に関する条例 

３４ 五月台地区整備計画区域 ３４ 五月台地区整備計画区域 

低

層

住

宅

地

区

Ａ

の

区

域 

略 略   低

層

住

宅

地

区

Ａ

の

区

域 

略 略 

 略 略   略 略 

 略 略 略 略 

建築物

の高さ

の最高

限度 

建築物の高さは、次に掲げる数値以下

でなければならない。ただし、第１号の

規定を適用する場合において、階段室、

昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他

これらに類する建築物の屋上部分の水平

投影面積の合計が当該建築物の建築面積

の８分の１以内のときは、その部分の高

さは、１２メートルを限度として算入し

ない。 

  １０メートル 

  建築物の各部分から前面道路の反対

側の境界線又は隣地境界線までの真北

方向の水平距離に０．６を乗じて得た

ものに５メートルを加えたもの 

 

  建築物

の高さ

の最高

限度 

建築物の高さは、次に掲げる数値以下

でなければならない。 

  １０メートル 

  建築物の各部分から前面道路の反対

側の境界線又は隣地境界線までの真北

方向の水平距離に０.６を乗じて得た

ものに５メートルを加えたもの 

 

 

 低

層

住

宅

地

区

Ｂ

の

区

域 

略 略   低

層

住

宅

地

区

Ｂ

の

区

域 

略 略 

 略 略   略 略 

 略 略 略 略 

建築物

の高さ

の最高

限度 

建築物の高さは、次に掲げる数値以下

でなければならない。ただし、第１号の

規定を適用する場合において、階段室、

昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他

これらに類する建築物の屋上部分の水平

投影面積の合計が当該建築物の建築面積

の８分の１以内のときは、その部分の高

さは、１２メートルを限度として算入し

ない。 

  １０メートル 

  建築物の各部分から前面道路の反対

側の境界線又は隣地境界線までの真北

  建築物

の高さ

の最高

限度 

建築物の高さは、次に掲げる数値以下

でなければならない。 

  １０メートル 

  建築物の各部分から前面道路の反対

側の境界線又は隣地境界線までの真北

方向の水平距離に０.６を乗じて得た

ものに５メートルを加えたもの 
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方向の水平距離に０．６を乗じて得た

ものに５メートルを加えたもの 

 

低

層

住

宅

地

区

Ｃ

の

区

域 

 

建築物

の用途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  住宅 

  住宅で延べ面積の２分の１以上を居

住の用に供し、かつ、次のア、カ又は

キのいずれかに掲げる用途（市道五力

田第７１号線に接する敷地にあって

は、次のいずれかに掲げる用途）を兼

ねるもの（これらの用途に供する部分

の床面積の合計が５０平方メートルを

超えるものを除く。） 

ア 事務所 

イ 日用品の販売を主たる目的とする

店舗又は食堂若しくは喫茶店 

ウ 理髪店、美容院、クリーニング取

次店、質屋、貸衣装屋、貸本屋その

他これらに類するサービス業を営む

店舗 

エ 洋服店、畳屋、建具屋、自転車店、

家庭電気器具店その他これらに類す

るサービス業を営む店舗（原動機を

使用する場合にあっては、その出力

の合計が０．７５キロワット以下の

ものに限る。） 

オ 自家販売のために食品製造業を営

むパン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋そ

の他これらに類するもの（原動機を

使用する場合にあっては、その出力

の合計が０．７５キロワット以下の

ものに限る。） 

カ 学習塾、華道教室、囲碁教室その

他これらに類する施設 

キ 美術品又は工芸品を製作するため

のアトリエ又は工房（原動機を使用

する場合にあっては、その出力の合

計が０．７５キロワット以下のもの

に限る。） 

  共同住宅 

  公民館、集会所その他これらに類す

るもの 

  診療所（患者の入院施設を有するも
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のを除く。） 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

 

建築物

の容積

率の最

高限度 

建築物の容積率は、１０分の８以下で

なければならない。この場合において、

建築物の容積率の算定の基礎となる延べ

面積には、次に掲げる床面積は、算入し

ない。 

  建築物（共同住宅を除く。）の地階

でその天井が法第５２条第４項に規定

する地盤面（長屋の用途に供する建築

物にあっては、建築基準条例第６条の

２第２項に規定する地盤面）からの高

さ１メートル以下にあるものの住宅の

用途に供する部分の床面積（当該床面

積が当該建築物の住宅の用途に供する

部分の床面積の合計の３分の１を超え

る場合においては、当該建築物の住宅

の用途に供する部分の床面積の合計の

３分の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項の

規定により認定を受けた計画に係る特

定建築物の建築物特定施設の床面積の

うち、移動等円滑化の措置をとること

により通常の建築物の建築物特定施設

の床面積を超えることとなる場合にお

ける高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律施行令第２４条

に定める床面積 

 

 

 

建築物

の敷地

面積の

最低限

度 

建築物の敷地面積は、１５０平方メー

トル以上でなければならない。ただし、

公民館、集会所その他これらに類する建

築物の敷地については、この限りでない。 

 

 

建築物

の高さ

の最高

限度 

建築物の高さは、次に掲げる数値以下

でなければならない。ただし、第１号の

規定を適用する場合において、階段室、

昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他

これらに類する建築物の屋上部分の水平
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投影面積の合計が当該建築物の建築面積

の８分の１以内のときは、その部分の高

さは、１２メートルを限度として算入し

ない。 

  １０メートル 

  建築物の各部分から前面道路の反対

側の境界線又は隣地境界線までの真北

方向の水平距離に０．６を乗じて得た

ものに５メートルを加えたもの 

 

中

層

住

宅

地

区

Ａ

の

区

域 

建築物

の用途

の制限 

次に掲げる建築物は、建築してはなら

ない。 

  神社、寺院、教会その他これらに類

するもの 

  公衆浴場 

  大学、高等専門学校、専修学校その

他これらに類するもの 

  自動車車庫（建築物に附属するもの

を除く。） 

  倉庫（建築物に附属するものを除

く。） 

 

 

中

層

住

宅

地

区

Ｂ

の

区

域 

建築物

の用途

の制限 

次に掲げる建築物は、建築してはなら

ない。 

  神社、寺院、教会その他これらに類

するもの 

  公衆浴場 

  大学、高等専門学校、専修学校その

他これらに類するもの 

  自動車車庫（建築物に附属するもの

を除く。） 

  工場（パン屋、米屋、豆腐屋、菓子

屋その他これらに類する食品製造業を

営むものを除く。） 

  ボーリング場、スケート場、水泳場

その他これらに類する運動施設 

  ホテル又は旅館 

  畜舎で床面積の合計が１５０平方メ

ートルを超えるもの 

  倉庫（建築物に附属するものを除

く。） 

 

 

住

宅

建築物

の用途

次に掲げる建築物は、建築してはなら

ない。 
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地

区

の

区

域 

の制限   神社、寺院、教会その他これらに類

するもの 

  公衆浴場 

  大学、高等専門学校、専修学校その

他これらに類するもの 

  自動車車庫（建築物に附属するもの

を除く。） 

  工場（パン屋、米屋、豆腐屋、菓子

屋その他これらに類する食品製造業を

営むものを除く。） 

  ボーリング場、スケート場、水泳場

その他これらに類する運動施設 

  ホテル又は旅館 

  畜舎で床面積の合計が１５０平方メ

ートルを超えるもの 

  倉庫（建築物に附属するものを除

く。） 

 

建築物

の敷地

面積の

最低限

度 

建築物の敷地面積は、１００平方メー

トル以上でなければならない。ただし、

公民館、集会所その他これらに類する建

築物の敷地については、この限りでない。 

 

 

建築物

の高さ

の最高

限度 

建築物の高さは、次に掲げる数値以下

でなければならない。ただし、第１号の

規定を適用する場合において、階段室、

昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他

これらに類する建築物の屋上部分の水平

投影面積の合計が当該建築物の建築面積

の８分の１以内のときは、その部分の高

さは、１２メートルを限度として算入し

ない。 

  １３メートル 

  建築物の各部分から前面道路の反対

側の境界線又は隣地境界線までの真北

方向の水平距離に１．２５を乗じて得

たものに１０メートルを加えたもの 
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川崎市地区計画の区域内における建築物に係る制限に関する条例の 

一部を改正する条例新旧対照表【第２条関係】 

 

 改正後 改正前 

○川崎市地区計画の区域内における建築物に係る

制限に関する条例 

○川崎市地区計画の区域内における建築物に係る制

限に関する条例 

昭和６２年１２月２２日条例第４０号 昭和６２年１２月２２日条例第４０号

川崎市地区計画の区域内における建築物に係る

制限に関する条例 

川崎市地区計画の区域内における建築物に係る制

限に関する条例 

  

第１条 略 第１条 略 

（用語の意義） （用語の意義） 

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法及び

建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号。

以下「令」という。）で使用する用語の例による。 

 

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法及び建

築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）で使

用する用語の例による。 

 

第３条～第４条 略 第３条～第４条 略 

（建築物の容積率の最高限度） （建築物の容積率の最高限度） 

第５条 略 第５条 略 

 ～  略  ～  略 

  令第１３５条の１６に定める昇降機の昇降路

の部分又は共同住宅の共用の廊下若しくは階段

の用に供する部分の床面積 

  建築基準法施行令第１３５条の１６に定める昇

降機の昇降路の部分又は共同住宅の共用の廊下若

しくは階段の用に供する部分の床面積 

２～５ 略 ２～５ 略 

第６条～第２１条 略 第６条～第２１条 略 

附則 略 附則 略 

別表第１ 略 別表第１ 略 

別表第２（第４条～第１１条、第１３条関係） 別表第２（第４条～第１１条、第１３条関係） 

１ 新百合ヶ丘駅周辺地区整備計画区域 １ 新百合ヶ丘駅周辺地区整備計画区域 

中

心

商

業

業

務

地

区

の

区

域 

略 略   中

心

商

業

業

務

地

区

の

区

域 

略 略 

 建築物の

容積率の

最高限度 

建築物の容積率は、敷地面積が５００

平方メートル以上で、かつ、建蔽率が１

０分の７以下の建築物にあっては１０分

の６０以下、敷地面積が５００平方メー

トル以上で、かつ、建蔽率が１０分の７

を超える建築物にあっては１０分の５０

以下、敷地面積が５００平方メートル未

満の建築物にあっては１０分の４０以下

でなければならない。この場合において、

建築物の容積率の算定の基礎となる延べ

面積には、次に掲げる床面積は、算入し

ない。 

  建築物の地階でその天井が地盤面

  建築物の

容積率の

最高限度 

建築物の容積率は、次に掲げる数値以

下でなければならない。この場合におい

て、建築物の容積率の算定の基礎となる

延べ面積には、高齢者、障害者等の移動

等の円滑化の促進に関する法律（平成１

８年法律第９１号）第１７条第３項の規

定により認定を受けた計画（同法第１８

条第１項の規定による変更の認定があっ

たときは、その変更後のもの。以下同じ。）

に係る特定建築物（同法第２条第１６号

に規定する特定建築物をいう。以下同

じ。）の建築物特定施設（同法第２条第

１８号に規定する建築物特定施設をい
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（法第５２条第４項に規定する地盤面

をいう。）からの高さ１メートル以下

にあるものの老人ホーム、福祉ホーム

その他これらに類するもの（以下この

号において「老人ホーム等」という。）

の用途に供する部分（令第１３５条の

１６に定める昇降機の昇降路の部分を

除く。以下この号において同じ。）の

床面積（当該床面積が当該建築物の老

人ホーム等の用途に供する部分の床面

積の合計の３分の１を超える場合にお

いては、当該建築物の老人ホーム等の

用途に供する部分の床面積の合計の３

分の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律（平成１８年法律

第９１号）第１７条第３項の規定によ

り認定を受けた計画（同法第１８条第

１項の規定による変更の認定があった

ときは、その変更後のもの。以下同じ。）

に係る特定建築物（同法第２条第１６

号に規定する特定建築物をいう。以下

同じ。）の建築物特定施設（同法第２

条第１８号に規定する建築物特定施設

をいう。以下同じ。）の床面積のうち、

移動等円滑化（同法第２条第２号に規

定する移動等円滑化をいう。以下同

じ。）の措置をとることにより通常の

建築物の建築物特定施設の床面積を超

えることとなる場合における高齢者、

障害者等の移動等の円滑化の促進に関

する法律施行令（平成１８年政令第３

７９号）第２４条に定める床面積 

う。以下同じ。）の床面積のうち、移動

等円滑化（同法第２条第２号に規定する

移動等円滑化をいう。以下同じ。）の措

置をとることにより通常の建築物の建築

物特定施設の床面積を超えることとなる

場合における高齢者、障害者等の移動等

の円滑化の促進に関する法律施行令（平

成１８年政令第３７９号）第２４条に定

める床面積は、算入しない。 

  建築物の敷地面積が５００平方メー

トル以上で、かつ、建築物の建蔽率が

１０分の７以下の場合は、１０分の６

０ 

  建築物の敷地面積が５００平方メー

トル以上で、かつ、建築物の建蔽率が

１０分の７を超える場合は、１０分の

５０ 

  建築物の敷地面積が５００平方メー

トル未満の場合は、１０分の４０ 

 

 略 略 略 略 

略 略 略 略 

周

辺

商

業

業

務

地

区

略 略   周

辺

商

業

業

務

地

区

略 略 

 建築物の

容積率の

最高限度 

建築物（住宅、共同住宅又は寄宿舎の

用途に供する部分に限る。）の容積率は、

１０分の２０以下でなければならない。

この場合において、建築物の容積率の算

定の基礎となる延べ面積には、次に掲げ

る床面積は、算入しない。 

  建築物の地階でその天井が地盤面

  建築物の

容積率の

最高限度 

建築物（住宅、共同住宅又は寄宿舎の

用途に供する部分に限る。）の容積率は、

１０分の２０以下でなければならない。

この場合において、建築物の容積率の算

定の基礎となる延べ面積には、次に掲げ

る床面積は、算入しない。 

  建築物の地階でその天井が地盤面
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Ａ

の

区

域 

（法第５２条第４項に規定する地盤面

をいう。）からの高さ１メートル以下

にあるものの住宅の用途に供する部分

（令第１３５条の１６に定める昇降機

の昇降路の部分又は共同住宅の共用の

廊下若しくは階段の用に供する部分を

除く。以下この号において同じ。）の

床面積（当該床面積が当該建築物の住

宅の用途に供する部分の床面積の合計

の３分の１を超える場合においては、

当該建築物の住宅の用途に供する部分

の床面積の合計の３分の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項の

規定により認定を受けた計画に係る特

定建築物の建築物特定施設の床面積の

うち、移動等円滑化の措置をとること

により通常の建築物の建築物特定施設

の床面積を超えることとなる場合にお

ける高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律施行令第２４条

に定める床面積 

Ａ

の

区

域 

（法第５２条第４項に規定する地盤面

をいう。）からの高さ１メートル以下

にあるものの住宅の用途に供する部分

（共同住宅の共用の廊下又は階段の用

に供する部分を除く。以下この号にお

いて同じ。）の床面積（当該床面積が

当該建築物の住宅の用途に供する部分

の床面積の合計の３分の１を超える場

合においては、当該建築物の住宅の用

途に供する部分の床面積の合計の３分

の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項の

規定により認定を受けた計画に係る特

定建築物の建築物特定施設の床面積の

うち、移動等円滑化の措置をとること

により通常の建築物の建築物特定施設

の床面積を超えることとなる場合にお

ける高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律施行令第２４条

に定める床面積 

 略 略 略 略 

略 略 略 略 

教

育

文

化

施

設

地

区

の

区

域 

建築物の

用途の制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  学校又は図書館 

  寄宿舎 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの 

  劇場、映画館、演芸場又は観覧場 

  公民館、集会所その他これらに類す

るもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

教

育

文

化

施

設

地

区

の

区

域 

建築物の

用途の制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  学校又は図書館 

  寄宿舎 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの 

  劇場、映画館、演芸場又は観覧場 

  公民館、集会所その他これらに類す

るもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

略 略 略 略 
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中

層

住

宅

地

区

Ａ

の

区

域 

建築物の

用途の制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  住宅 

  共同住宅又は寄宿舎 

  住宅で事務所、店舗その他これらに

類する用途を兼ねるもの 

  学校、図書館その他これらに類する

もの 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  診療所 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  事務所 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの 

  自動車車庫で床面積の合計が３００

平方メートル以内のもの（３階以上の

部分をその用途に供するものを除く。）

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

中

層

住

宅

地

区

Ａ

の

区

域 

建築物の

用途の制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  住宅 

  共同住宅又は寄宿舎 

  住宅で事務所、店舗その他これらに

類する用途を兼ねるもの 

  学校、図書館その他これらに類する

もの 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの 

  診療所 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  事務所 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの 

  自動車車庫で床面積の合計が３００

平方メートル以内のもの（３階以上の

部分をその用途に供するものを除く。）

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

中

層

住

宅

地

区

Ｂ

の

区

域 

建築物の

用途の制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  住宅 

  共同住宅又は寄宿舎 

  住宅で事務所、店舗その他これらに

類する用途を兼ねるもの 

  学校、図書館その他これらに類する

もの 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  診療所 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  事務所 

  店舗、飲食店その他これらに類する

用途に供するものでその用途に供する

部分の床面積の合計が５００平方メー

トル以内のもの（３階以上の部分をそ

中

層

住

宅

地

区

Ｂ

の

区

域 

建築物の

用途の制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  住宅 

  共同住宅又は寄宿舎 

  住宅で事務所、店舗その他これらに

類する用途を兼ねるもの 

  学校、図書館その他これらに類する

もの 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの 

  診療所 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  事務所 

  店舗、飲食店その他これらに類する

用途に供するものでその用途に供する

部分の床面積の合計が５００平方メー

トル以内のもの（３階以上の部分をそ
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の用途に供するものを除く。） 

  自動車車庫で床面積の合計が３００

平方メートル以内のもの（３階以上の

部分をその用途に供するものを除く。）

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

の用途に供するものを除く。） 

  自動車車庫で床面積の合計が３００

平方メートル以内のもの（３階以上の

部分をその用途に供するものを除く。）

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

中

層

住

宅

地

区

Ｃ

の

区

域 

 

建築物の

用途の制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  住宅 

  共同住宅又は寄宿舎 

  住宅で事務所、店舗その他これらに

類する用途を兼ねるもの 

  学校、図書館その他これらに類する

もの 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  診療所 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  事務所 

  店舗、飲食店その他これらに類する

用途に供するものでその用途に供する

部分の床面積の合計が５００平方メー

トル以内のもの（３階以上の部分をそ

の用途に供するものを除く。） 

  自動車車庫で床面積の合計が３００

平方メートル以内のもの（３階以上の

部分をその用途に供するものを除く。）

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

中

層

住

宅

地

区

Ｃ

の

区

域 

 

建築物の

用途の制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  住宅 

  共同住宅又は寄宿舎 

  住宅で事務所、店舗その他これらに

類する用途を兼ねるもの 

  学校、図書館その他これらに類する

もの 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの 

  診療所 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  事務所 

  店舗、飲食店その他これらに類する

用途に供するものでその用途に供する

部分の床面積の合計が５００平方メー

トル以内のもの（３階以上の部分をそ

の用途に供するものを除く。） 

  自動車車庫で床面積の合計が３００

平方メートル以内のもの（３階以上の

部分をその用途に供するものを除く。）

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

中

層

住

宅

地

区

建築物の

用途の制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  共同住宅 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  診療所 

中

層

住

宅

地

区

建築物の

用途の制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  共同住宅 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの 

  診療所 
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Ｄ

の

区

域 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの 

  公民館、集会所その他これらに類す

るもの 

  自動車車庫で床面積の合計が３００

平方メートル以内のもの（３階以上の

部分をその用途に供するものを除く。）

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

Ｄ

の

区

域 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの 

  公民館、集会所その他これらに類す

るもの 

  自動車車庫で床面積の合計が３００

平方メートル以内のもの（３階以上の

部分をその用途に供するものを除く。）

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

略 略 略 略 
略 略 略 略 

略 略 略 略 

２ 山口台地区整備計画区域 ２ 山口台地区整備計画区域 

専

用

住

宅

地

区

Ａ

の

区

域 

略 略   専

用

住

宅

地

区

Ａ

の

区

域 

略 略 

 建築物の

容積率の

最高限度 

第一種低層住居専用地域内において

は、建築物の容積率は、１０分の７以下

でなければならない。この場合において、

建築物の容積率の算定の基礎となる延べ

面積には、次に掲げる床面積は、算入し

ない。 

  建築物の地階でその天井が地盤面

（法第５２条第４項に規定する地盤面

をいう。）からの高さ１メートル以下

にあるものの住宅の用途に供する部分

（令第１３５条の１６に定める昇降機

の昇降路の部分を除く。以下この号に

おいて同じ。）の床面積（当該床面積

が当該建築物の住宅の用途に供する部

分の床面積の合計の３分の１を超える

場合においては、当該建築物の住宅の

用途に供する部分の床面積の合計の３

分の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項の

規定により認定を受けた計画に係る特

定建築物の建築物特定施設の床面積の

うち、移動等円滑化の措置をとること

により通常の建築物の建築物特定施設

の床面積を超えることとなる場合にお

ける高齢者、障害者等の移動等の円滑

  建築物の

容積率の

最高限度 

第一種低層住居専用地域内において

は、建築物の容積率は、１０分の７以下

でなければならない。この場合において、

建築物の容積率の算定の基礎となる延べ

面積には、次に掲げる床面積は、算入し

ない。 

  建築物の地階でその天井が地盤面

（法第５２条第４項に規定する地盤面

をいう。）からの高さ１メートル以下

にあるものの住宅の用途に供する部分

の床面積（当該床面積が当該建築物の

住宅の用途に供する部分の床面積の合

計の３分の１を超える場合において

は、当該建築物の住宅の用途に供する

部分の床面積の合計の３分の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項の

規定により認定を受けた計画に係る特

定建築物の建築物特定施設の床面積の

うち、移動等円滑化の措置をとること

により通常の建築物の建築物特定施設

の床面積を超えることとなる場合にお

ける高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律施行令第２４条

に定める床面積 

 



14  

 改正後 改正前 

化の促進に関する法律施行令第２４条

に定める床面積 

 

 

 略 略 略 略 

略 略 略 略 

専

用

住

宅

地

区

Ｂ

の

区

域 

略 略   専

用

住

宅

地

区

Ｂ

の

区

域 

略 略 

 建築物の

容積率の

最高限度 

第一種低層住居専用地域内において

は、建築物の容積率は、１０分の７以下

でなければならない。この場合において、

建築物の容積率の算定の基礎となる延べ

面積には、次に掲げる床面積は、算入し

ない。 

  建築物の地階でその天井が法第５２

条第４項に規定する地盤面（共同住宅

又は長屋の用途に供する建築物にあっ

ては、川崎市建築基準条例（昭和３５

年川崎市条例第２０号。以下「建築基

準条例」という。）第６条の２第２項

に規定する地盤面）からの高さ１メー

トル以下にあるものの住宅の用途に供

する部分（令第１３５条の１６に定め

る昇降機の昇降路の部分又は共同住宅

の共用の廊下若しくは階段の用に供す

る部分を除く。以下この号において同

じ。）の床面積（当該床面積が当該建

築物の住宅の用途に供する部分の床面

積の合計の３分の１を超える場合にお

いては、当該建築物の住宅の用途に供

する部分の床面積の合計の３分の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項の

規定により認定を受けた計画に係る特

定建築物の建築物特定施設の床面積の

うち、移動等円滑化の措置をとること

により通常の建築物の建築物特定施設

の床面積を超えることとなる場合にお

ける高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律施行令第２４条

に定める床面積 

  建築物の

容積率の

最高限度 

第一種低層住居専用地域内において

は、建築物の容積率は、１０分の７以下

でなければならない。この場合において、

建築物の容積率の算定の基礎となる延べ

面積には、次に掲げる床面積は、算入し

ない。 

  建築物の地階でその天井が法第５２

条第４項に規定する地盤面（共同住宅

又は長屋の用途に供する建築物にあっ

ては、川崎市建築基準条例（昭和３５

年川崎市条例第２０号。以下「建築基

準条例」という。）第６条の２第２項

に規定する地盤面）からの高さ１メー

トル以下にあるものの住宅の用途に供

する部分（共同住宅の共用の廊下又は

階段の用に供する部分を除く。以下こ

の号において同じ。）の床面積（当該

床面積が当該建築物の住宅の用途に供

する部分の床面積の合計の３分の１を

超える場合においては、当該建築物の

住宅の用途に供する部分の床面積の合

計の３分の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項の

規定により認定を受けた計画に係る特

定建築物の建築物特定施設の床面積の

うち、移動等円滑化の措置をとること

により通常の建築物の建築物特定施設

の床面積を超えることとなる場合にお

ける高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律施行令第２４条

に定める床面積 

 

 

 

 略 略 略 略 

略 略 略 略 

併略 略 併 略 略 
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 改正後 改正前 

用

住

宅

地

区

の

区

域 

建築物の

容積率の

最高限度 

第一種低層住居専用地域内において

は、建築物の容積率は、１０分の７以下

でなければならない。この場合において、

建築物の容積率の算定の基礎となる延べ

面積には、次に掲げる床面積は、算入し

ない。 

  建築物の地階でその天井が法第５２

条第４項に規定する地盤面（長屋の用

途に供する建築物にあっては、建築基

準条例第６条の２第２項に規定する地

盤面）からの高さ１メートル以下にあ

るものの住宅又は老人ホーム、福祉ホ

ームその他これらに類するもの（以下

この号において「老人ホーム等」とい

う。）の用途に供する部分（令第１３

５条の１６に定める昇降機の昇降路の

部分を除く。以下この号において同

じ。）の床面積（当該床面積が当該建

築物の住宅及び老人ホーム等の用途に

供する部分の床面積の合計の３分の１

を超える場合においては、当該建築物

の住宅及び老人ホーム等の用途に供す

る部分の床面積の合計の３分の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項の

規定により認定を受けた計画に係る特

定建築物の建築物特定施設の床面積の

うち、移動等円滑化の措置をとること

により通常の建築物の建築物特定施設

の床面積を超えることとなる場合にお

ける高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律施行令第２４条

に定める床面積 

  用

住

宅

地

区

の

区

域 

建築物の

容積率の

最高限度 

第一種低層住居専用地域内において

は、建築物の容積率は、１０分の７以下

でなければならない。この場合において、

建築物の容積率の算定の基礎となる延べ

面積には、次に掲げる床面積は、算入し

ない。 

  建築物の地階でその天井が法第５２

条第４項に規定する地盤面（長屋の用

途に供する建築物にあっては、建築基

準条例第６条の２第２項に規定する地

盤面）からの高さ１メートル以下にあ

るものの住宅の用途に供する部分の床

面積（当該床面積が当該建築物の住宅

の用途に供する部分の床面積の合計の

３分の１を超える場合においては、当

該建築物の住宅の用途に供する部分の

床面積の合計の３分の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項の

規定により認定を受けた計画に係る特

定建築物の建築物特定施設の床面積の

うち、移動等円滑化の措置をとること

により通常の建築物の建築物特定施設

の床面積を超えることとなる場合にお

ける高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律施行令第２４条

に定める床面積 

 

 

 

 

 

 略 略 略 略 

集

合

住

宅

地

区

Ｂ

の

区

略 略   集

合

住

宅

地

区

Ｂ

の

区

略 略 

 建築物の

容積率の

最高限度 

第一種低層住居専用地域内において

は、建築物の容積率は、１０分の７以下

でなければならない。この場合において、

建築物の容積率の算定の基礎となる延べ

面積には、次に掲げる床面積は、算入し

ない。 

  建築物の地階でその天井が法第５２

条第４項に規定する地盤面（共同住宅

  建築物の

容積率の

最高限度 

第一種低層住居専用地域内において

は、建築物の容積率は、１０分の７以下

でなければならない。この場合において、

建築物の容積率の算定の基礎となる延べ

面積には、次に掲げる床面積は、算入し

ない。 

  建築物の地階でその天井が法第５２

条第４項に規定する地盤面（共同住宅
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 改正後 改正前 

域 又は長屋の用途に供する建築物にあっ

ては、建築基準条例第６条の２第２項

に規定する地盤面）からの高さ１メー

トル以下にあるものの住宅又は老人ホ

ーム、福祉ホームその他これらに類す

るもの（以下この号において「老人ホ

ーム等」という。）の用途に供する部

分（令第１３５条の１６に定める昇降

機の昇降路の部分又は共同住宅の共用

の廊下若しくは階段の用に供する部分

を除く。以下この号において同じ。）

の床面積（当該床面積が当該建築物の

住宅及び老人ホーム等の用途に供する

部分の床面積の合計の３分の１を超え

る場合においては、当該建築物の住宅

及び老人ホーム等の用途に供する部分

の床面積の合計の３分の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項の

規定により認定を受けた計画に係る特

定建築物の建築物特定施設の床面積の

うち、移動等円滑化の措置をとること

により通常の建築物の建築物特定施設

の床面積を超えることとなる場合にお

ける高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律施行令第２４条

に定める床面積 

域 又は長屋の用途に供する建築物にあっ

ては、建築基準条例第６条の２第２項

に規定する地盤面）からの高さ１メー

トル以下にあるものの住宅の用途に供

する部分（共同住宅の共用の廊下又は

階段の用に供する部分を除く。以下こ

の号において同じ。）の床面積（当該

床面積が当該建築物の住宅の用途に供

する部分の床面積の合計の３分の１を

超える場合においては、当該建築物の

住宅の用途に供する部分の床面積の合

計の３分の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項の

規定により認定を受けた計画に係る特

定建築物の建築物特定施設の床面積の

うち、移動等円滑化の措置をとること

により通常の建築物の建築物特定施設

の床面積を超えることとなる場合にお

ける高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律施行令第２４条

に定める床面積 

 

 

 

 略 略 略 略 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

６ 向原地区整備計画区域 ６ 向原地区整備計画区域 

低

層

住

宅

地

区

Ｂ

の

区

域 

略 略   低

層

住

宅

地

区

Ｂ

の

区

域 

略 略 

 建 築 物

の 容 積

率 の 最

高限度 

建築物の容積率は、１０分の８以下で

なければならない。この場合において、

建築物の容積率の算定の基礎となる延べ

面積には、次に掲げる床面積は、算入し

ない。 

  建築物の地階でその天井が地盤面

（法第５２条第４項に規定する地盤面

をいう。）からの高さ１メートル以下

にあるものの住宅の用途に供する部分

（令第１３５条の１６に定める昇降機

の昇降路の部分を除く。以下この号に

  建築物の

容積率の

最高限度 

建築物の容積率は、１０分の８以下で

なければならない。この場合において、

建築物の容積率の算定の基礎となる延べ

面積には、次に掲げる床面積は、算入し

ない。 

  建築物の地階でその天井が地盤面

（法第５２条第４項に規定する地盤面

をいう。）からの高さ１メートル以下

にあるものの住宅の用途に供する部分

の床面積（当該床面積が当該建築物の

住宅の用途に供する部分の床面積の合
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 改正後 改正前 

おいて同じ。）の床面積（当該床面積

が当該建築物の住宅の用途に供する部

分の床面積の合計の３分の１を超える

場合においては、当該建築物の住宅の

用途に供する部分の床面積の合計の３

分の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項の

規定により認定を受けた計画に係る特

定建築物の建築物特定施設の床面積の

うち、移動等円滑化の措置をとること

により通常の建築物の建築物特定施設

の床面積を超えることとなる場合にお

ける高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律施行令第２４条

に定める床面積 

計の３分の１を超える場合において

は、当該建築物の住宅の用途に供する

部分の床面積の合計の３分の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項の

規定により認定を受けた計画に係る特

定建築物の建築物特定施設の床面積の

うち、移動等円滑化の措置をとること

により通常の建築物の建築物特定施設

の床面積を超えることとなる場合にお

ける高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律施行令第２４条

に定める床面積 

 

 

 

 略 略 略 略 

略 略 略 略 

略 略   略 略 

７ 黒川地区整備計画区域 ７ 黒川地区整備計画区域 

 低

層

住

宅

地

区

Ｂ

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  住宅 

  共同住宅 

  住宅で延べ面積の２分の１以上を居

住の用に供し、かつ、事務所、店舗そ

の他これらに類する用途を兼ねるもの

（これらの用途に供する部分の床面積

の合計が５０平方メートルを超えるも

のを除く。） 

  幼稚園 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  診療所 

  公民館、集会所その他これらに類す

るもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

 

 

 

 

低

層

住

宅

地

区

Ｂ

の

区

域 

建築物の

用途の制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  住宅 

  共同住宅 

  住宅で延べ面積の２分の１以上を居

住の用に供し、かつ、事務所、店舗そ

の他これらに類する用途を兼ねるもの

（これらの用途に供する部分の床面積

の合計が５０平方メートルを超えるも

のを除く。） 

  幼稚園 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの 

  診療所 

  公民館、集会所その他これらに類す

るもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

略 略 略 略 
略 略 略 略 

 低

層

建 築 物

の 用 途

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  低

層

建築物の

用途の制

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 
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住

宅

地

区

Ｃ

の

区

域 

の制限   住宅 

  共同住宅 

  住宅で延べ面積の２分の１以上を居

住の用に供し、かつ、事務所、店舗そ

の他これらに類する用途を兼ねるもの

（これらの用途に供する部分の床面積

の合計が５０平方メートルを超えるも

のを除く。） 

  幼稚園 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  診療所 

  公民館、集会所その他これらに類す

るもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

住

宅

地

区

Ｃ

の

区

域 

限   住宅 

  共同住宅 

  住宅で延べ面積の２分の１以上を居

住の用に供し、かつ、事務所、店舗そ

の他これらに類する用途を兼ねるもの

（これらの用途に供する部分の床面積

の合計が５０平方メートルを超えるも

のを除く。） 

  幼稚園 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの 

  診療所 

  公民館、集会所その他これらに類す

るもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

 建 築 物

の 容 積

率 の 最

高限度 

建築物の容積率は、１０分の１０以下

でなければならない。この場合において、

建築物の容積率の算定の基礎となる延べ

面積には、次に掲げる床面積は、算入し

ない。 

  建築物（その敷地の過半が当該区域

内にある共同住宅を除く。）の地階で

その天井が法第５２条第４項に規定す

る地盤面（共同住宅又は長屋の用途に

供する建築物にあっては、建築基準条

例第６条の２第２項に規定する地盤

面）からの高さ１メートル以下にある

ものの住宅又は老人ホーム、福祉ホー

ムその他これらに類するもの（以下こ

の号において「老人ホーム等」という。）

の用途に供する部分（令第１３５条の

１６に定める昇降機の昇降路の部分又

は共同住宅の共用の廊下若しくは階段

の用に供する部分を除く。以下この号

において同じ。）の床面積（当該床面

積が当該建築物の住宅及び老人ホーム

等の用途に供する部分の床面積の合計

の３分の１を超える場合においては、

当該建築物の住宅及び老人ホーム等の

用途に供する部分の床面積の合計の３

分の１） 

  建築物の

容積率の

最高限度 

建築物の容積率は、１０分の１０以下

でなければならない。この場合において、

建築物の容積率の算定の基礎となる延べ

面積には、次に掲げる床面積は、算入し

ない。 

  建築物（その敷地の過半が当該区域

内にある共同住宅を除く。）の地階で

その天井が法第５２条第４項に規定す

る地盤面（共同住宅又は長屋の用途に

供する建築物にあっては、建築基準条

例第６条の２第２項に規定する地盤

面）からの高さ１メートル以下にある

ものの住宅の用途に供する部分（共同

住宅の共用の廊下又は階段の用に供す

る部分を除く。以下この号において同

じ。）の床面積（当該床面積が当該建

築物の住宅の用途に供する部分の床面

積の合計の３分の１を超える場合にお

いては、当該建築物の住宅の用途に供

する部分の床面積の合計の３分の１）

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項の

規定により認定を受けた計画に係る特

定建築物の建築物特定施設の床面積の

うち、移動等円滑化の措置をとること

により通常の建築物の建築物特定施設
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  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項の

規定により認定を受けた計画に係る特

定建築物の建築物特定施設の床面積の

うち、移動等円滑化の措置をとること

により通常の建築物の建築物特定施設

の床面積を超えることとなる場合にお

ける高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律施行令第２４条

に定める床面積 

の床面積を超えることとなる場合にお

ける高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律施行令第２４条

に定める床面積 

 

 

 

 略 略 略 略 

略 略   略 略 

 中

層

住

宅

地

区

Ａ

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  住宅 

  共同住宅 

  住宅で延べ面積の２分の１以上を居

住の用に供し、かつ、事務所、店舗そ

の他これらに類する用途を兼ねるもの

（これらの用途に供する部分の床面積

の合計が５０平方メートルを超えるも

のを除く。） 

  小学校、中学校又は中等教育学校（前

期課程に限る。） 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  診療所 

  公民館、集会所その他これらに類す

るもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

  中

層

住

宅

地

区

Ａ

の

区

域 

建築物の

用途の制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  住宅 

  共同住宅 

  住宅で延べ面積の２分の１以上を居

住の用に供し、かつ、事務所、店舗そ

の他これらに類する用途を兼ねるもの

（これらの用途に供する部分の床面積

の合計が５０平方メートルを超えるも

のを除く。） 

  小学校、中学校又は中等教育学校（前

期課程に限る。） 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの 

  診療所 

  公民館、集会所その他これらに類す

るもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

 建 築 物

の 容 積

率 の 最

高限度 

建築物の容積率は、１０分の１０以下

でなければならない。この場合において、

建築物の容積率の算定の基礎となる延べ

面積には、次に掲げる床面積は、算入し

ない。 

  建築物の地階でその天井が法第５２

条第４項に規定する地盤面（共同住宅

又は長屋の用途に供する建築物にあっ

ては、建築基準条例第６条の２第２項

に規定する地盤面）からの高さ１メー

トル以下にあるものの住宅又は老人ホ

  建築物の

容積率の

最高限度 

建築物の容積率は、１０分の１０以下

でなければならない。この場合において、

建築物の容積率の算定の基礎となる延べ

面積には、次に掲げる床面積は、算入し

ない。 

  建築物の地階でその天井が法第５２

条第４項に規定する地盤面（共同住宅

又は長屋の用途に供する建築物にあっ

ては、建築基準条例第６条の２第２項

に規定する地盤面）からの高さ１メー

トル以下にあるものの住宅の用途に供
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ーム、福祉ホームその他これらに類す

るもの（以下この号において「老人ホ

ーム等」という。）の用途に供する部

分（令第１３５条の１６に定める昇降

機の昇降路の部分又は共同住宅の共用

の廊下若しくは階段の用に供する部分

を除く。以下この号において同じ。）

の床面積（当該床面積が当該建築物の

住宅及び老人ホーム等の用途に供する

部分の床面積の合計の３分の１を超え

る場合においては、当該建築物の住宅

及び老人ホーム等の用途に供する部分

の床面積の合計の３分の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項の

規定により認定を受けた計画に係る特

定建築物の建築物特定施設の床面積の

うち、移動等円滑化の措置をとること

により通常の建築物の建築物特定施設

の床面積を超えることとなる場合にお

ける高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律施行令第２４条

に定める床面積 

する部分（共同住宅の共用の廊下又は

階段の用に供する部分を除く。以下こ

の号において同じ。）の床面積（当該

床面積が当該建築物の住宅の用途に供

する部分の床面積の合計の３分の１を

超える場合においては、当該建築物の

住宅の用途に供する部分の床面積の合

計の３分の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項の

規定により認定を受けた計画に係る特

定建築物の建築物特定施設の床面積の

うち、移動等円滑化の措置をとること

により通常の建築物の建築物特定施設

の床面積を超えることとなる場合にお

ける高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律施行令第２４条

に定める床面積 

 

  

 

 略 略 略 略 

略 略   略 略 

 略 略   略 略 

 中

層

住

宅

地

区

Ｂ

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  共同住宅 

  学校、図書館その他これらに類する

もの 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  病院又は診療所 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

 

 

 

 

中

層

住

宅

地

区

Ｂ

の

区

域 

建築物の

用途の制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  共同住宅 

  学校、図書館その他これらに類する

もの 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの 

  病院又は診療所 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

略 略 略 略 
略 略 略 略 
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略 略 略 略 

 中

層

住

宅

地

区

Ｃ

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  共同住宅 

  学校、図書館その他これらに類する

もの 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  病院又は診療所 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

 

 

 

 

中

層

住

宅

地

区

Ｃ

の

区

域 

建築物の

用途の制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  共同住宅 

  学校、図書館その他これらに類する

もの 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの 

  病院又は診療所 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

略 略 略 略 
略 略 略 略 
略 略 略 略 

 中

層

住

宅

地

区

Ｄ

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  共同住宅 

  学校、図書館その他これらに類する

もの 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  病院又は診療所 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  事務所 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

 

 

 

 

中

層

住

宅

地

区

Ｄ

の

区

域 

建築物の

用途の制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  共同住宅 

  学校、図書館その他これらに類する

もの 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの 

  病院又は診療所 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  事務所 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

略 略 略 略 
略 略 略 略 
略 略 略 略 

 沿

道

地

区

の

区

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  住宅 

  共同住宅、寄宿舎又は下宿 

  住宅で延べ面積の２分の１以上を居

住の用に供し、かつ、事務所、店舗そ

 

 

 

 

沿

道

地

区

の

区

建築物の

用途の制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  住宅 

  共同住宅、寄宿舎又は下宿 

  住宅で延べ面積の２分の１以上を居

住の用に供し、かつ、事務所、店舗そ
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域 の他これらに類する用途を兼ねるもの

（これらの用途に供する部分の床面積

の合計が５０平方メートルを超えるも

のを除く。） 

  図書館 

  美術館、博物館その他これらに類す

るもの 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  病院又は診療所 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  事務所 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの 

  運動施設（ボーリング場、ゴルフ練

習場及びバッティング練習場を除く。）

  公民館、集会所その他これらに類す

るもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

域 の他これらに類する用途を兼ねるもの

（これらの用途に供する部分の床面積

の合計が５０平方メートルを超えるも

のを除く。） 

  図書館 

  美術館、博物館その他これらに類す

るもの 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの 

  病院又は診療所 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  事務所 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの 

  運動施設（ボーリング場、ゴルフ練

習場及びバッティング練習場を除く。）

  公民館、集会所その他これらに類す

るもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

略 略 略 略 
略 略 略 略 
略 略 略 略 

 複

合

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  共同住宅 

  学校、図書館その他これらに類する

もの 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  病院又は診療所 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  事務所 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの 

  パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その

他これらに類する食品製造業を営む工

場 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

 

 

 

 

複

合

地

区

の

区

域 

建築物の

用途の制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  共同住宅 

  学校、図書館その他これらに類する

もの 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの 

  病院又は診療所 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  事務所 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの 

  パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その

他これらに類する食品製造業を営む工

場 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 
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  前各号の建築物に附属するもの   前各号の建築物に附属するもの 

略 略 略 略 
略 略 略 略 
略 略 略 略 

 商

業

地

区

の

区

域 

略 略   商

業

地

区

の

区

域 

略 略 

 建 築 物

の 容 積

率 の 最

高限度 

建築物（共同住宅の用途に供する部分

に限る。）の容積率は、１０分の１５以

下でなければならない。この場合におい

て、建築物の容積率の算定の基礎となる

延べ面積には、次に掲げる床面積は、算

入しない。 

  建築物の地階でその天井が地盤面

（法第５２条第４項に規定する地盤面

をいう。）からの高さ１メートル以下

にあるものの住宅の用途に供する部分

（令第１３５条の１６に定める昇降機

の昇降路の部分又は共同住宅の共用の

廊下若しくは階段の用に供する部分を

除く。以下この号において同じ。）の

床面積（当該床面積が当該建築物の住

宅の用途に供する部分の床面積の合計

の３分の１を超える場合においては、

当該建築物の住宅の用途に供する部分

の床面積の合計の３分の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項の

規定により認定を受けた計画に係る特

定建築物の建築物特定施設の床面積の

うち、移動等円滑化の措置をとること

により通常の建築物の建築物特定施設

の床面積を超えることとなる場合にお

ける高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律施行令第２４条

に定める床面積 

 

 

 

 

 

 

  建築物の

容積率の

最高限度 

建築物（共同住宅の用途に供する部分

に限る。）の容積率は、１０分の１５以

下でなければならない。この場合におい

て、建築物の容積率の算定の基礎となる

延べ面積には、次に掲げる床面積は、算

入しない。 

  建築物の地階でその天井が地盤面

（法第５２条第４項に規定する地盤面

をいう。）からの高さ１メートル以下

にあるものの住宅の用途に供する部分

（共同住宅の共用の廊下又は階段の用

に供する部分を除く。以下この号にお

いて同じ。）の床面積（当該床面積が

当該建築物の住宅の用途に供する部分

の床面積の合計の３分の１を超える場

合においては、当該建築物の住宅の用

途に供する部分の床面積の合計の３分

の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項の

規定により認定を受けた計画に係る特

定建築物の建築物特定施設の床面積の

うち、移動等円滑化の措置をとること

により通常の建築物の建築物特定施設

の床面積を超えることとなる場合にお

ける高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律施行令第２４条

に定める床面積 

 

 

 

 略 略 略 略 

略 略 略 略 

略 略   略 略 



24  

 改正後 改正前 

９ 王禅寺第５住宅地区整備計画区域 ９ 王禅寺第５住宅地区整備計画区域 

低

層

住

宅

地

区

Ａ

の

区

域 

略 略   低

層

住

宅

地

区

Ａ

の

区

域 

略 略 

 建 築 物

の 容 積

率 の 最

高限度 

建築物の容積率は、１０分の８以下で

なければならない。この場合において、

建築物の容積率の算定の基礎となる延べ

面積には、次に掲げる床面積は、算入し

ない。 

  建築物の地階でその天井が法第５２

条第４項に規定する地盤面（共同住宅

又は長屋の用途に供する建築物にあっ

ては、建築基準条例第６条の２第２項

に規定する地盤面）からの高さ１メー

トル以下にあるものの住宅の用途に供

する部分（令第１３５条の１６に定め

る昇降機の昇降路の部分又は共同住宅

の共用の廊下若しくは階段の用に供す

る部分を除く。以下この号において同

じ。）の床面積（当該床面積が当該建

築物の住宅の用途に供する部分の床面

積の合計の３分の１を超える場合にお

いては、当該建築物の住宅の用途に供

する部分の床面積の合計の３分の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項の

規定により認定を受けた計画に係る特

定建築物の建築物特定施設の床面積の

うち、移動等円滑化の措置をとること

により通常の建築物の建築物特定施設

の床面積を超えることとなる場合にお

ける高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律施行令第２４条

に定める床面積 

  建築物の

容積率の

最高限度 

建築物の容積率は、１０分の８以下で

なければならない。この場合において、

建築物の容積率の算定の基礎となる延べ

面積には、次に掲げる床面積は、算入し

ない。 

  建築物の地階でその天井が法第５２

条第４項に規定する地盤面（共同住宅

又は長屋の用途に供する建築物にあっ

ては、建築基準条例第６条の２第２項

に規定する地盤面）からの高さ１メー

トル以下にあるものの住宅の用途に供

する部分（共同住宅の共用の廊下又は

階段の用に供する部分を除く。以下こ

の号において同じ。）の床面積（当該

床面積が当該建築物の住宅の用途に供

する部分の床面積の合計の３分の１を

超える場合においては、当該建築物の

住宅の用途に供する部分の床面積の合

計の３分の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項の

規定により認定を受けた計画に係る特

定建築物の建築物特定施設の床面積の

うち、移動等円滑化の措置をとること

により通常の建築物の建築物特定施設

の床面積を超えることとなる場合にお

ける高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律施行令第２４条

に定める床面積 

 

 

 

 略 略 略 略 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

低

層

住

宅

地

区

略 略   低

層

住

宅

地

区

略 略 

 建 築 物

の 容 積

率 の 最

高限度 

建築物の容積率は、１０分の８以下で

なければならない。この場合において、

建築物の容積率の算定の基礎となる延べ

面積には、次に掲げる床面積は、算入し

ない。 

  建築物の

容積率の

最高限度 

建築物の容積率は、１０分の８以下で

なければならない。この場合において、

建築物の容積率の算定の基礎となる延べ

面積には、次に掲げる床面積は、算入し

ない。 
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Ｂ

の

区

域 

  建築物の地階でその天井が法第５２

条第４項に規定する地盤面（共同住宅

又は長屋の用途に供する建築物にあっ

ては、建築基準条例第６条の２第２項

に規定する地盤面）からの高さ１メー

トル以下にあるものの住宅の用途に供

する部分（令第１３５条の１６に定め

る昇降機の昇降路の部分又は共同住宅

の共用の廊下若しくは階段の用に供す

る部分を除く。以下この号において同

じ。）の床面積（当該床面積が当該建

築物の住宅の用途に供する部分の床面

積の合計の３分の１を超える場合にお

いては、当該建築物の住宅の用途に供

する部分の床面積の合計の３分の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項の

規定により認定を受けた計画に係る特

定建築物の建築物特定施設の床面積の

うち、移動等円滑化の措置をとること

により通常の建築物の建築物特定施設

の床面積を超えることとなる場合にお

ける高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律施行令第２４条

に定める床面積 

Ｂ

の

区

域 

  建築物の地階でその天井が法第５２

条第４項に規定する地盤面（共同住宅

又は長屋の用途に供する建築物にあっ

ては、建築基準条例第６条の２第２項

に規定する地盤面）からの高さ１メー

トル以下にあるものの住宅の用途に供

する部分（共同住宅の共用の廊下又は

階段の用に供する部分を除く。以下こ

の号において同じ。）の床面積（当該

床面積が当該建築物の住宅の用途に供

する部分の床面積の合計の３分の１を

超える場合においては、当該建築物の

住宅の用途に供する部分の床面積の合

計の３分の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項の

規定により認定を受けた計画に係る特

定建築物の建築物特定施設の床面積の

うち、移動等円滑化の措置をとること

により通常の建築物の建築物特定施設

の床面積を超えることとなる場合にお

ける高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律施行令第２４条

に定める床面積 

 

 

 

 略 略 略 略 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

１７ 白鳥４丁目地区整備計画区域 １７ 白鳥４丁目地区整備計画区域 

低

層

住

宅

地

区

Ｄ

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  長屋 

  共同住宅、寄宿舎又は下宿 

  長屋で延べ面積の２分の１以上を居

住の用に供し、かつ、次のいずれかに

掲げる用途を兼ねるもの（これらの用

途に供する部分の床面積の合計が５０

平方メートルを超えるものを除く。） 

ア 学習塾、華道教室、囲碁教室その

他これらに類する施設 

イ 美術品又は工芸品を製作するため

  低

層

住

宅

地

区

Ｄ

の

区

域 

建築物の

用途の制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  長屋 

  共同住宅、寄宿舎又は下宿 

  長屋で延べ面積の２分の１以上を居

住の用に供し、かつ、次のいずれかに

掲げる用途を兼ねるもの（これらの用

途に供する部分の床面積の合計が５０

平方メートルを超えるものを除く。）

ア 学習塾、華道教室、囲碁教室その

他これらに類する施設 

イ 美術品又は工芸品を製作するため
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のアトリエ又は工房（原動機を使用

する場合にあっては、その出力の合

計が０.７５キロワット以下のもの

に限る。） 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  診療所 

  公民館、集会所その他これらに類す

るもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

のアトリエ又は工房（原動機を使用

する場合にあっては、その出力の合

計が０.７５キロワット以下のもの

に限る。） 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの 

  診療所 

  公民館、集会所その他これらに類す

るもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

略 略 略 略 

複

合

住

宅

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  住宅（長屋を除く。）で延べ面積の

２分の１以上を居住の用に供し、かつ、

美術品又は工芸品を製作するためのア

トリエ又は工房（原動機を使用する場

合にあっては、その出力の合計が０.

７５キロワット以下のものに限る。）

を兼ねるもの（これらの用途に供する

部分の床面積の合計が５０平方メート

ルを超えるものを除く。） 

  共同住宅 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの（２階以上の部分をその用途に供

するものを除く。） 

  公民館、集会所その他これらに類す

るもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

  複

合

住

宅

地

区

の

区

域 

建築物の

用途の制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  住宅（長屋を除く。）で延べ面積の

２分の１以上を居住の用に供し、かつ、

美術品又は工芸品を製作するためのア

トリエ又は工房（原動機を使用する場

合にあっては、その出力の合計が０.

７５キロワット以下のものに限る。）

を兼ねるもの（これらの用途に供する

部分の床面積の合計が５０平方メート

ルを超えるものを除く。） 

  共同住宅 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの（２階以上の部分をその用途に供

するものを除く。） 

  公民館、集会所その他これらに類す

るもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

 建 築 物

の 容 積

率 の 最

高限度 

建築物の容積率は、１０分の１５以下

でなければならない。この場合において、

建築物の容積率の算定の基礎となる延べ

面積には、次に掲げる床面積は、算入し

ない。 

  建築物の地階でその天井が法第５２

条第４項に規定する地盤面（共同住宅

の用途に供する建築物にあっては、建

  建築物の

容積率の

最高限度 

建築物の容積率は、１０分の１５以下

でなければならない。この場合において、

建築物の容積率の算定の基礎となる延べ

面積には、次に掲げる床面積は、算入し

ない。 

  建築物の地階でその天井が法第５２

条第４項に規定する地盤面（共同住宅

の用途に供する建築物にあっては、建
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築基準条例第６条の２第２項に規定す

る地盤面）からの高さ１メートル以下

にあるものの住宅又は老人ホーム、福

祉ホームその他これらに類するもの

（以下この号において「老人ホーム等」

という。）の用途に供する部分（令第

１３５条の１６に定める昇降機の昇降

路の部分又は共同住宅の共用の廊下若

しくは階段の用に供する部分を除く。

以下この号において同じ。）の床面積

（当該床面積が当該建築物の住宅及び

老人ホーム等の用途に供する部分の床

面積の合計の３分の１を超える場合に

おいては、当該建築物の住宅及び老人

ホーム等の用途に供する部分の床面積

の合計の３分の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項の

規定により認定を受けた計画に係る特

定建築物の建築物特定施設の床面積の

うち、移動等円滑化の措置をとること

により通常の建築物の建築物特定施設

の床面積を超えることとなる場合にお

ける高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律施行令第２４条

に定める床面積 

築基準条例第６条の２第２項に規定す

る地盤面）からの高さ１メートル以下

にあるものの住宅の用途に供する部分

（共同住宅の共用の廊下又は階段の用

に供する部分を除く。以下この号にお

いて同じ。）の床面積（当該床面積が

当該建築物の住宅の用途に供する部分

の床面積の合計の３分の１を超える場

合においては、当該建築物の住宅の用

途に供する部分の床面積の合計の３分

の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項の

規定により認定を受けた計画に係る特

定建築物の建築物特定施設の床面積の

うち、移動等円滑化の措置をとること

により通常の建築物の建築物特定施設

の床面積を超えることとなる場合にお

ける高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律施行令第２４条

に定める床面積 

 略 略 略 略 

略 略 略 略 

略 略   略 略 

 略 略   略 略 

１８ 戸手４丁目地区整備計画区域 １８ 戸手４丁目地区整備計画区域 

建

築

物

の

用

途

の

制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建築しては

ならない。 

  共同住宅 

  学校、図書館その他これらに類するもの 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これ

らに類するもの 

  病院又は診療所 

  老人福祉センター、児童厚生施設その他これ

らに類するもの 

  事務所 

  店舗、飲食店その他これらに類するもの 

  パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他これら

  建

築

物

の

用

途

の

制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建築しては

ならない。 

  共同住宅 

  学校、図書館その他これらに類するもの 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福祉ホーム

その他これらに類するもの 

  病院又は診療所 

  老人福祉センター、児童厚生施設その他これ

らに類するもの 

  事務所 

  店舗、飲食店その他これらに類するもの 

  パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他これら
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に類する食品製造業を営む工場 

  巡査派出所、公衆電話所その他これらに類す

る公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

に類する食品製造業を営む工場 

  巡査派出所、公衆電話所その他これらに類す

る公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

 略 略  略 略 

 略 略 略 略 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

２０ 中丸子地区整備計画区域 ２０ 中丸子地区整備計画区域 

Ｂ

―

１

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  共同住宅 

  事務所、店舗、飲食店その他これら

に類するもの 

  診療所 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

 

 

 

 

Ｂ

―

１

地

区

の

区

域 

建築物の

用途の制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  共同住宅 

  事務所、店舗、飲食店その他これら

に類するもの 

  診療所 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

略 略 略 略 
略 略 略 略 
略 略 略 略 
略 略 略 略 

Ｂ

―

２

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  共同住宅 

  事務所、店舗、飲食店その他これら

に類するもの 

  診療所 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

 

 

 

 

Ｂ

―

２

地

区

の

区

域 

建築物の

用途の制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  共同住宅 

  事務所、店舗、飲食店その他これら

に類するもの 

  診療所 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

略 略 略 略 
略 略 略 略 
略 略 略 略 
略 略 略 略 
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Ｂ

－

３

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物は、建築してはなら
ない。 
  カラオケボックスその他これに類

するもの 
  マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、

勝馬投票券発売所、場外車券売場その
他これらに類するもの 

  法別表第２(ぬ)項第１号 から 
まで及び(２９)に掲げる事業を営む
工場 

  法別表第２(ぬ)項第２号の規定に

よる令第１３０条の９第１項の表中

準工業地域の欄に定める数量を超え

る火薬類（玩具煙火を除く。）の貯蔵

又は処理に供するもの 

  畜舎 
  自動車教習所 

  Ｂ

－

３

地

区

の

区

域

域 

建築物の

用途の制

限 

次に掲げる建築物は、建築してはなら
ない。 
  カラオケボックスその他これに類

するもの 
  マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、

勝馬投票券発売所、場外車券売場その
他これらに類するもの 

  法別表第２(ぬ)項第１号 から 
まで及び(２９)に掲げる事業を営む
工場 

  法別表第２(ぬ)項第２号の規定に

よる建築基準法施行令第１３０条の

９第１項の表中準工業地域の欄に定

める数量を超える火薬類（玩
が ん

具煙火を

除く。）の貯蔵又は処理に供するもの

  畜舎 
  自動車教習所 

 略 略   略 略 

 略 略 略 略 

略 略 略 略 

Ｃ

－

２

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物は、建築してはなら
ない。 
  住宅 
  カラオケボックスその他これに類

するもの 
  マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、
勝馬投票券発売所、場外車券売場その
他これらに類するもの 

  法別表第２(ぬ)項第１号 から 
まで及び(２９)に掲げる事業を営む
工場 

  法別表第２(ぬ)項第２号の規定に

よる令第１３０条の９第１項の表中準

工業地域の欄に定める数量を超える火

薬類（玩具煙火を除く。）の貯蔵又は

処理に供するもの 

  畜舎 

  自動車教習所 

  Ｃ

－

２

地

区

の

区

域 

建築物の

用途の制

限 

次に掲げる建築物は、建築してはなら
ない。 
  住宅 
  カラオケボックスその他これに類

するもの 
  マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、

勝馬投票券発売所、場外車券売場その
他これらに類するもの 

  法別表第２(ぬ)項第１号 から 
まで及び(２９)に掲げる事業を営む
工場 

  法別表第２(ぬ)項第２号の規定に

よる建築基準法施行令第１３０条の９

第１項の表中準工業地域の欄に定める

数量を超える火薬類（玩
が ん

具煙火を除

く。）の貯蔵又は処理に供するもの 

  畜舎 

  自動車教習所 

 略 略   略 略 

 略 略 略 略 

略 略 略 略 

２１ 片平地区整備計画区域 ２１ 片平地区整備計画区域 

低

層

住

宅

地

区

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  住宅 

  共同住宅、寄宿舎又は下宿 

  住宅で延べ面積の２分の１以上を居

住の用に供し、かつ、事務所、店舗そ

  低

層

住

宅

地

区

建築物の

用途の制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  住宅 

  共同住宅、寄宿舎又は下宿 

  住宅で延べ面積の２分の１以上を居

住の用に供し、かつ、事務所、店舗そ
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Ｂ

の

区

域 

の他これらに類する用途を兼ねるも

の（これらの用途に供する部分の床面

積の合計が５０平方メートルを超え

るものを除く。） 

  幼稚園 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  診療所 

  公民館、集会所その他これらに類す

るもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

Ｂ

の

区

域 

の他これらに類する用途を兼ねるもの

（これらの用途に供する部分の床面積

の合計が５０平方メートルを超えるも

のを除く。） 

  幼稚園 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの 

  診療所 

  公民館、集会所その他これらに類す

るもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

 略 略 略 略 

２２ 久地地区整備計画区域 ２２ 久地地区整備計画区域 

Ｃ

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  事務所 

  集会所その他これに類するもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

  Ｃ

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  事務所 

  集会所その他これに類するもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

 建 築 物

の 容 積

率 の 最

高限度 

建築物の容積率は、１０分の１５以下

でなければならない。この場合におい

て、建築物の容積率の算定の基礎となる

延べ面積には、次に掲げる床面積は、算

入しない。 

  建築物の地階でその天井が地盤面

（法第５２条第４項に規定する地盤

面をいう。）からの高さ１メートル以

下にあるものの老人ホーム、福祉ホー

ムその他これらに類するもの（以下こ

の号において「老人ホーム等」とい

う。）の用途に供する部分（令第１３

５条の１６に定める昇降機の昇降路

の部分を除く。以下この号において同

じ。）の床面積（当該床面積が当該建

築物の老人ホーム等の用途に供する

部分の床面積の合計の３分の１を超

建 築 物

の 容 積

率 の 最

高限度 

建築物の容積率は、１０分の１５以下

でなければならない。この場合において、

建築物の容積率の算定の基礎となる延べ

面積には、同一敷地内の建築物の中水道

施設、地域冷暖房施設、防災用備蓄倉庫、

消防用水利施設、都市高速鉄道の用に供

する変電所又はコージェネレーション施

設の部分の床面積の合計の建築物の延べ

面積に対する割合が著しく大きい場合に

おける当該部分の床面積は、算入しない。
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える場合においては、当該建築物の老

人ホーム等の用途に供する部分の床

面積の合計の３分の１） 

  同一敷地内の建築物の中水道施設、

地域冷暖房施設、防災用備蓄倉庫、消

防用水利施設、都市高速鉄道の用に供

する変電所又はコージェネレーショ

ン施設の部分の床面積の合計の建築

物の延べ面積に対する割合が著しく

大きい場合における当該部分の床面

積 

 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

Ｄ

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  事務所 

  集会所その他これに類するもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

  Ｄ

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  事務所 

  集会所その他これに類するもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

 建 築 物

の 容 積

率 の 最

高限度 

建築物の容積率は、１０分の１５以下

でなければならない。この場合におい

て、建築物の容積率の算定の基礎となる

延べ面積には、次に掲げる床面積は、算

入しない。 

  建築物の地階でその天井が地盤面

（法第５２条第４項に規定する地盤

面をいう。）からの高さ１メートル以

下にあるものの老人ホーム、福祉ホー

ムその他これらに類するもの（以下こ

の号において「老人ホーム等」とい

う。）の用途に供する部分（令第１３

５条の１６に定める昇降機の昇降路

の部分を除く。以下この号において同

じ。）の床面積（当該床面積が当該建

築物の老人ホーム等の用途に供する

部分の床面積の合計の３分の１を超

建 築 物

の 容 積

率 の 最

高限度 

建築物の容積率は、１０分の１５以下

でなければならない。この場合において、

建築物の容積率の算定の基礎となる延べ

面積には、同一敷地内の建築物の中水道

施設、地域冷暖房施設、防災用備蓄倉庫、

消防用水利施設、都市高速鉄道の用に供

する変電所又はコージェネレーション施

設の部分の床面積の合計の建築物の延べ

面積に対する割合が著しく大きい場合に

おける当該部分の床面積は、算入しない。
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える場合においては、当該建築物の老

人ホーム等の用途に供する部分の床

面積の合計の３分の１） 

  同一敷地内の建築物の中水道施設、

地域冷暖房施設、防災用備蓄倉庫、消

防用水利施設、都市高速鉄道の用に供

する変電所又はコージェネレーショ

ン施設の部分の床面積の合計の建築

物の延べ面積に対する割合が著しく

大きい場合における当該部分の床面

積 

 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

２３ 小杉駅南部地区整備計画区域 ２３ 小杉駅南部地区整備計画区域 

Ｄ

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  共同住宅 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  診療所 

  事務所、店舗、飲食店その他これら

に類するもの 

  大学、高等専門学校、専修学校その

他これらに類するもの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  自家販売のために食品製造業（食品

加工業を含む。）を営むパン屋、米屋、

豆腐屋、菓子屋その他これらに類する

もの 

  ボーリング場、スケート場、水泳場

その他これらに類する運動施設 

  倉庫（倉庫業を営むものを除く。）

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

  Ｄ

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  共同住宅 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの 

  診療所 

  事務所、店舗、飲食店その他これら

に類するもの 

  大学、高等専門学校、専修学校その

他これらに類するもの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  自家販売のために食品製造業（食品

加工業を含む。）を営むパン屋、米屋、

豆腐屋、菓子屋その他これらに類する

もの 

  ボーリング場、スケート場、水泳場

その他これらに類する運動施設 

  倉庫（倉庫業を営むものを除く。）

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

 略 略 略 略 

略 略 略 略 

略 略   略 略 

 略 略 略 略 
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２４ 新川崎地区整備計画区域 ２４ 新川崎地区整備計画区域 

Ｆ

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  共同住宅 

  学校、図書館その他これらに類する

もの 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  病院又は診療所 

  店舗で床面積の合計が１,５００平

方メートル以内のもの 

  飲食店 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  事務所 

  研究所 

  工場 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

  Ｆ

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  共同住宅 

  学校、図書館その他これらに類する

もの 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの 

  病院又は診療所 

  店舗で床面積の合計が１,５００平

方メートル以内のもの 

  飲食店 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  事務所 

  研究所 

  工場 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

 略 略 略 略 

略 略 略 略 

略 略   略 略 

 略 略 略 略 

２５ 万福寺地区整備計画区域 ２５ 万福寺地区整備計画区域 

商

業

地

区

Ａ

の

区

域 

略 略   商

業

地

区

Ａ

の

区

域 

略 略 

 建 築 物

の 容 積

率 の 最

高限度 

建築物（共同住宅の用途に供する部分

に限る。）の容積率は、１０分の３０以

下でなければならない。この場合におい

て、建築物の容積率の算定の基礎となる

延べ面積には、次に掲げる床面積は、算

入しない。 

  建築物の地階でその天井が地盤面

（法第５２条第４項に規定する地盤

面をいう。）からの高さ１メートル以

下にあるものの住宅の用途に供する

部分（令第１３５条の１６に定める昇

降機の昇降路の部分又は共同住宅の

共用の廊下若しくは階段の用に供す

る部分を除く。以下この号において同

じ。）の床面積（当該床面積が当該建

築物の住宅の用途に供する部分の床

  建 築 物

の 容 積

率 の 最

高限度 

建築物（共同住宅の用途に供する部分

に限る。）の容積率は、１０分の３０以

下でなければならない。この場合におい

て、建築物の容積率の算定の基礎となる

延べ面積には、次に掲げる床面積は、算

入しない。 

  建築物の地階でその天井が地盤面

（法第５２条第４項に規定する地盤面

をいう。）からの高さ１メートル以下

にあるものの住宅の用途に供する部分

（共同住宅の共用の廊下又は階段の用

に供する部分を除く。以下この号にお

いて同じ。）の床面積（当該床面積が

当該建築物の住宅の用途に供する部分

の床面積の合計の３分の１を超える場

合においては、当該建築物の住宅の用
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面積の合計の３分の１を超える場合

においては、当該建築物の住宅の用途

に供する部分の床面積の合計の３分

の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項

の規定により認定を受けた計画に係

る特定建築物の建築物特定施設の床

面積のうち、移動等円滑化の措置をと

ることにより通常の建築物の建築物

特定施設の床面積を超えることとな

る場合における高齢者、障害者等の移

動等の円滑化の促進に関する法律施

行令第２４条に定める床面積 

途に供する部分の床面積の合計の３分

の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項の

規定により認定を受けた計画に係る特

定建築物の建築物特定施設の床面積の

うち、移動等円滑化の措置をとること

により通常の建築物の建築物特定施設

の床面積を超えることとなる場合にお

ける高齢者、障害者等の移動等の円滑

化の促進に関する法律施行令第２４条

に定める床面積 

 

 略 略 略 略 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

沿

道

地

区

Ｂ

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  住宅 

  住宅で事務所、店舗その他これらに

類する用途を兼ねるもの 

  共同住宅、寄宿舎又は下宿 

  学校、図書館その他これらに類する

もの 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  診療所（患者の入院施設を有するも

のを除く。） 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

 

 

 

 

沿

道

地

区

Ｂ

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  住宅 

  住宅で事務所、店舗その他これらに

類する用途を兼ねるもの 

  共同住宅、寄宿舎又は下宿 

  学校、図書館その他これらに類する

もの 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの 

  診療所（患者の入院施設を有するも

のを除く。） 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

中

層

住

宅

地

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  住宅 

  住宅で事務所、店舗その他これらに

類する用途を兼ねるもの 

 

 

 

 

中

層

住

宅

地

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  住宅 

  住宅で事務所、店舗その他これらに

類する用途を兼ねるもの 
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区

Ａ

の

区

域 

  共同住宅又は寄宿舎 

  学校、図書館その他これらに類する

もの 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  病院又は診療所 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  事務所 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

区

Ａ

の

区

域 

  共同住宅又は寄宿舎 

  学校、図書館その他これらに類する

もの 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの 

  病院又は診療所 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  事務所 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

２７ 犬蔵地区整備計画区域 ２７ 犬蔵地区整備計画区域 

 集

合

住

宅

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  長屋 

  長屋で延べ面積の２分の１以上を

居住の用に供し、かつ、事務所、店舗

その他これらに類する用途を兼ねる

もの（これらの用途に供する部分の床

面積の合計が５０平方メートルを超

えるものを除く。） 

  共同住宅又は寄宿舎 

  学校、図書館その他これらに類する

もの 

  神社、寺院、教会その他これらに類

するもの 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  公衆浴場 

  診療所 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  自動車車庫で床面積の合計が３０

０平方メートル以内のもの（３階以上

の部分をその用途に供するものを除

  集

合

住

宅

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  長屋 

  長屋で延べ面積の２分の１以上を

居住の用に供し、かつ、事務所、店舗

その他これらに類する用途を兼ねる

もの（これらの用途に供する部分の床

面積の合計が５０平方メートルを超

えるものを除く。） 

  共同住宅又は寄宿舎 

  学校、図書館その他これらに類する

もの 

  神社、寺院、教会その他これらに類

するもの 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの

  公衆浴場 

  診療所 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  自動車車庫で床面積の合計が３０

０平方メートル以内のもの（３階以上

の部分をその用途に供するものを除
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く。） 

  公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

く。） 

  公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

 略 略 略 略 

住

宅

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  住宅 

  住宅で延べ面積の２分の１以上を

居住の用に供し、かつ、事務所、店舗

その他これらに類する用途を兼ねる

もの（これらの用途に供する部分の床

面積の合計が５０平方メートルを超

えるものを除く。） 

  共同住宅、寄宿舎又は下宿 

  学校、図書館その他これらに類する

もの 

  神社、寺院、教会その他これらに類

するもの 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  公衆浴場 

  病院又は診療所 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  自動車車庫で床面積の合計が３０

０平方メートル以内のもの（３階以上

の部分をその用途に供するものを除

く。） 

  公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

  住

宅

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  住宅 

  住宅で延べ面積の２分の１以上を

居住の用に供し、かつ、事務所、店舗

その他これらに類する用途を兼ねる

もの（これらの用途に供する部分の床

面積の合計が５０平方メートルを超

えるものを除く。） 

  共同住宅、寄宿舎又は下宿 

  学校、図書館その他これらに類する

もの 

  神社、寺院、教会その他これらに類

するもの 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの

  公衆浴場 

  病院又は診療所 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  自動車車庫で床面積の合計が３０

０平方メートル以内のもの（３階以上

の部分をその用途に供するものを除

く。） 

  公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

 

 略 略 略 略 

２８ 小田栄地区整備計画区域 ２８ 小田栄地区整備計画区域 

Ａ

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物は、建築してはなら

ない。 

  住宅 

  共同住宅、寄宿舎又は下宿 

  学校、図書館その他これらに類する

もの（公民館及び集会所を除く。） 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  病院又は診療所 

  Ａ

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物は、建築してはなら

ない。 

  住宅 

  共同住宅、寄宿舎又は下宿 

  学校、図書館その他これらに類する

もの（公民館及び集会所を除く。） 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの 

  病院又は診療所 
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  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、

勝馬投票券発売所、場外車券売場その

他これらに類するもの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、

勝馬投票券発売所、場外車券売場その

他これらに類するもの 

 略 略 略 略 

略 略 略 略 

Ｃ

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  共同住宅 

  公民館、集会所その他これらに類す

るもの 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  病院又は診療所 

  店舗、飲食店その他これらに類する

用途に供するものでその用途に供す

る部分の床面積の合計が１,５００平

方メートル以内のもの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  事務所で床面積の合計が５００平

方メートル以内のもの 

  パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その

他これらに類する食品製造業を営む

工場 

  畜舎で床面積の合計が１５０平方

メートル以内のもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

  Ｃ

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  共同住宅 

  公民館、集会所その他これらに類す

るもの 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの 

  病院又は診療所 

  店舗、飲食店その他これらに類する

用途に供するものでその用途に供す

る部分の床面積の合計が１,５００平

方メートル以内のもの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  事務所で床面積の合計が５００平

方メートル以内のもの 

  パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その

他これらに類する食品製造業を営む

工場 

  畜舎で床面積の合計が１５０平方

メートル以内のもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

 略 略 略 略 

略 略 略 略 

２９ 大師河原１丁目地区整備計画区域 ２９ 大師河原１丁目地区整備計画区域 

建

築

物

の

用

途

の

制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建築しては

ならない。 

  共同住宅 

  公民館、集会所その他これらに類するもの 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これ

らに類するもの 

  診療所 

  店舗、飲食店その他これらに類するもの 

  老人福祉センター、児童厚生施設その他これ

  建

築

物

の

用

途

の

制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建築しては

ならない。 

  共同住宅 

  公民館、集会所その他これらに類するもの 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福祉ホーム

その他これらに類するもの 

  診療所 

  店舗、飲食店その他これらに類するもの 

  老人福祉センター、児童厚生施設その他これ
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らに類するもの 

  事務所 

  パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他これら

に類する食品製造業を営む工場 

  畜舎で床面積の合計が１５０平方メートル

以内のもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これらに類す

る公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

らに類するもの 

  事務所 

  パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他これら

に類する食品製造業を営む工場 

  畜舎で床面積の合計が１５０平方メートル

以内のもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これらに類す

る公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

 略 略 略 略 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

３０ 小田栄西地区整備計画区域 ３０ 小田栄西地区整備計画区域 

Ａ

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物は、建築してはなら

ない。 

  住宅 

  共同住宅、寄宿舎又は下宿 

  学校（学校教育法（昭和２２年法律

第２６号）第１条に定めるものに限

る。） 

  神社、寺院、教会その他これらに類

するもの 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  病院又は診療所（患者の入院施設を

有するものに限る。） 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  工場（自家販売のために食品製造業

（食品加工業を含む。）を営むものの

うち店舗又は飲食店の用途に供する

部分を有するものを除く。） 

  自動車教習所 

  畜舎で床面積の合計が１５０平方

メートルを超えるもの 

  マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、

勝馬投票券発売所、場外車券売場その

他これらに類するもの（ゲームセンタ

ーを除く。） 

  倉庫業を営む倉庫 

  Ａ

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物は、建築してはなら

ない。 

  住宅 

  共同住宅、寄宿舎又は下宿 

  学校（学校教育法（昭和２２年法律

第２６号）第１条に定めるものに限

る。） 

  神社、寺院、教会その他これらに類

するもの 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの

  病院又は診療所（患者の入院施設を

有するものに限る。） 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  工場（自家販売のために食品製造業

（食品加工業を含む。）を営むものの

うち店舗又は飲食店の用途に供する

部分を有するものを除く。） 

  自動車教習所 

  畜舎で床面積の合計が１５０平方

メートルを超えるもの 

  マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、

勝馬投票券発売所、場外車券売場その

他これらに類するもの（ゲームセンタ

ーを除く。） 

  倉庫業を営む倉庫 

 

 略 略 略 略 

略 略 略 略 
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Ｂ

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  共同住宅 

  学校、図書館その他これらに類する

もの 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  病院又は診療所 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの（自家販売のために食品製造業

（食品加工業を含む。）を営むもので、

作業場の用に供する部分を有するも

のを含む。） 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  事務所 

  劇場、映画館、演芸場又は観覧場の

うち客席の部分の床面積の合計が２

００平方メートル未満のもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

  Ｂ

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  共同住宅 

  学校、図書館その他これらに類する

もの 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの

  病院又は診療所 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの（自家販売のために食品製造業

（食品加工業を含む。）を営むもので、

作業場の用に供する部分を有するも

のを含む。） 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  事務所 

  劇場、映画館、演芸場又は観覧場の

うち客席の部分の床面積の合計が２

００平方メートル未満のもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

 

 略 略 略 略 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

略 略   略 略  

 Ｃ

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

  Ｃ

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

 

 略 略 略 略 

略 略 略 略 

３２ 鹿島田駅西部地区整備計画区域 ３２ 鹿島田駅西部地区整備計画区域 

Ｂ

地

区

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  共同住宅（２階以下に住戸を有しな

  Ｂ

地

区

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  共同住宅（２階以下に住戸を有しな
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の

区

域 

いものに限る。） 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  診療所 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの（自家販売のために食品製造業

（食品加工業を含む。）を営むもので、

作業場の用に供する部分を有するも

のを含む。） 

  専修学校その他これに類するもの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  事務所 

  畜舎で床面積の合計が１５０平方

メートルを超えないもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

の

区

域 

いものに限る。） 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの

  診療所 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの（自家販売のために食品製造業

（食品加工業を含む。）を営むもので、

作業場の用に供する部分を有するも

のを含む。） 

  専修学校その他これに類するもの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  事務所 

  畜舎で床面積の合計が１５０平方

メートルを超えないもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

 略 略 略 略 

略 略   略 略  

 略 略 略 略 

３４ 五月台地区整備計画区域 ３４ 五月台地区整備計画区域 

低

層

住

宅

地

区

Ａ

の

区

域 

略 略   低

層

住

宅

地

区

Ａ

の

区

域 

略 略  

 建 築 物

の 容 積

率 の 最

高限度 

建築物の容積率は、１０分の８以下で

なければならない。この場合において、

建築物の容積率の算定の基礎となる延

べ面積には、次に掲げる床面積は、算入

しない。 

  建築物（共同住宅を除く。）の地階

でその天井が法第５２条第４項に規

定する地盤面（長屋の用途に供する建

築物にあっては、建築基準条例第６条

の２第２項に規定する地盤面）からの

高さ１メートル以下にあるものの住

宅の用途に供する部分（令第１３５条

の１６に定める昇降機の昇降路の部

分を除く。以下この号において同じ。）

の床面積（当該床面積が当該建築物の

住宅の用途に供する部分の床面積の

合計の３分の１を超える場合におい

ては、当該建築物の住宅の用途に供す

る部分の床面積の合計の３分の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

  建 築 物

の 容 積

率 の 最

高限度 

建築物の容積率は、１０分の８以下で

なければならない。この場合において、

建築物の容積率の算定の基礎となる延

べ面積には、次に掲げる床面積は、算入

しない。 

  建築物（共同住宅を除く。）の地階

でその天井が法第５２条第４項に規

定する地盤面（長屋の用途に供する建

築物にあっては、建築基準条例第６条

の２第２項に規定する地盤面）からの

高さ１メートル以下にあるものの住

宅の用途に供する部分の床面積（当該

床面積が当該建築物の住宅の用途に

供する部分の床面積の合計の３分の

１を超える場合においては、当該建築

物の住宅の用途に供する部分の床面

積の合計の３分の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項

の規定により認定を受けた計画に係
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の促進に関する法律第１７条第３項

の規定により認定を受けた計画に係

る特定建築物の建築物特定施設の床

面積のうち、移動等円滑化の措置をと

ることにより通常の建築物の建築物

特定施設の床面積を超えることとな

る場合における高齢者、障害者等の移

動等の円滑化の促進に関する法律施

行令第２４条に定める床面積 

る特定建築物の建築物特定施設の床

面積のうち、移動等円滑化の措置をと

ることにより通常の建築物の建築物

特定施設の床面積を超えることとな

る場合における高齢者、障害者等の移

動等の円滑化の促進に関する法律施

行令第２４条に定める床面積 

 

 

 

 略 略 略 略 

略 略   略 略  

 低

層

住

宅

地

区

Ｂ

の

区

域 

略 略   低

層

住

宅

地

区

Ｂ

の

区

域 

略 略  

 建 築 物

の 容 積

率 の 最

高限度 

建築物の容積率は、１０分の８以下で

なければならない。この場合において、

建築物の容積率の算定の基礎となる延

べ面積には、次に掲げる床面積は、算入

しない。 

  建築物（共同住宅を除く。）の地階

でその天井が法第５２条第４項に規

定する地盤面（長屋の用途に供する建

築物にあっては、建築基準条例第６条

の２第２項に規定する地盤面）からの

高さ１メートル以下にあるものの住

宅の用途に供する部分（令第１３５条

の１６に定める昇降機の昇降路の部

分を除く。以下この号において同じ。）

の床面積（当該床面積が当該建築物の

住宅の用途に供する部分の床面積の

合計の３分の１を超える場合におい

ては、当該建築物の住宅の用途に供す

る部分の床面積の合計の３分の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項

の規定により認定を受けた計画に係

る特定建築物の建築物特定施設の床

面積のうち、移動等円滑化の措置をと

ることにより通常の建築物の建築物

特定施設の床面積を超えることとな

る場合における高齢者、障害者等の移

動等の円滑化の促進に関する法律施

行令第２４条に定める床面積 

 

  建 築 物

の 容 積

率 の 最

高限度 

建築物の容積率は、１０分の８以下で

なければならない。この場合において、

建築物の容積率の算定の基礎となる延

べ面積には、次に掲げる床面積は、算入

しない。 

  建築物（共同住宅を除く。）の地階

でその天井が法第５２条第４項に規

定する地盤面（長屋の用途に供する建

築物にあっては、建築基準条例第６条

の２第２項に規定する地盤面）からの

高さ１メートル以下にあるものの住

宅の用途に供する部分の床面積（当該

床面積が当該建築物の住宅の用途に

供する部分の床面積の合計の３分の

１を超える場合においては、当該建築

物の住宅の用途に供する部分の床面

積の合計の３分の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項

の規定により認定を受けた計画に係

る特定建築物の建築物特定施設の床

面積のうち、移動等円滑化の措置をと

ることにより通常の建築物の建築物

特定施設の床面積を超えることとな

る場合における高齢者、障害者等の移

動等の円滑化の促進に関する法律施

行令第２４条に定める床面積 
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 略 略 略 略 

略 略   略 略  

低

層

住

宅

地

区

Ｃ

の

区

域 

 

略 略    略 略 

建 築 物

の 容 積

率 の 最

高限度 

建築物の容積率は、１０分の８以下で

なければならない。この場合において、

建築物の容積率の算定の基礎となる延

べ面積には、次に掲げる床面積は、算入

しない。 

  建築物（共同住宅を除く。）の地階

でその天井が法第５２条第４項に規

定する地盤面（長屋の用途に供する建

築物にあっては、建築基準条例第６条

の２第２項に規定する地盤面）からの

高さ１メートル以下にあるものの住

宅の用途に供する部分（令第１３５条

の１６に定める昇降機の昇降路の部

分を除く。以下この号において同じ。）

の床面積（当該床面積が当該建築物の

住宅の用途に供する部分の床面積の

合計の３分の１を超える場合におい

ては、当該建築物の住宅の用途に供す

る部分の床面積の合計の３分の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項

の規定により認定を受けた計画に係

る特定建築物の建築物特定施設の床

面積のうち、移動等円滑化の措置をと

ることにより通常の建築物の建築物

特定施設の床面積を超えることとな

る場合における高齢者、障害者等の移

動等の円滑化の促進に関する法律施

行令第２４条に定める床面積 

低

層

住

宅

地

区

Ｃ

の

区

域 

 

建築物の

容積率の

最高限度

建築物の容積率は、１０分の８以下で

なければならない。この場合において、

建築物の容積率の算定の基礎となる延

べ面積には、次に掲げる床面積は、算入

しない。 

  建築物（共同住宅を除く。）の地階

でその天井が法第５２条第４項に規

定する地盤面（長屋の用途に供する建

築物にあっては、建築基準条例第６条

の２第２項に規定する地盤面）からの

高さ１メートル以下にあるものの住

宅の用途に供する部分の床面積（当該

床面積が当該建築物の住宅の用途に

供する部分の床面積の合計の３分の

１を超える場合においては、当該建築

物の住宅の用途に供する部分の床面

積の合計の３分の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律第１７条第３項

の規定により認定を受けた計画に係

る特定建築物の建築物特定施設の床

面積のうち、移動等円滑化の措置をと

ることにより通常の建築物の建築物

特定施設の床面積を超えることとな

る場合における高齢者、障害者等の移

動等の円滑化の促進に関する法律施

行令第２４条に定める床面積 

 

 

 

略 略 略 略 
略 略 略 略 

略 略 略 略 略 略 

略 略 略 略 略 略 

略 略 略 略 略 略 
略 略 略 略 
略 略 略 略 

３６ 港町地区整備計画区域 ３６ 港町地区整備計画区域 

Ａ 建 築 物 次に掲げる建築物以外の建築物は、建  Ａ 建 築 物 次に掲げる建築物以外の建築物は、建 
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―

１

地

区

の

区

域 

の 用 途

の制限 

築してはならない。 

  次号から第７号までのいずれかに

掲げる建築物の用途に供する部分を

有する共同住宅であって、当該部分の

床面積の合計が３００平方メートル

を超えるもの 

  公民館、集会所その他これらに類す

るもの 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  診療所 

  店舗、欽食店その他これらに類する

もの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  事務所 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

―

１

地

区

の

区

域 

の 用 途

の制限 

築してはならない。 

  次号から第７号までのいずれかに

掲げる建築物の用途に供する部分を

有する共同住宅であって、当該部分の

床面積の合計が３００平方メートル

を超えるもの 

  公民館、集会所その他これらに類す

るもの 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの

  診療所 

  店舗、欽食店その他これらに類する

もの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  事務所 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

 略 略 略 略 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

Ａ

―

２

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  第３号から第９号までのいずれか

に掲げる建築物の用途に供する部分

を有する共同住宅であって、当該部分

の床面積の合計が７００平方メート

ルを超えるもの（同号に掲げる建築物

の用途に供する部分を有しないもの

を除く。） 

  法第８６条第１項の規定に基づく

認定に係る区域内にある共同住宅（当

該区域内にある１以上の建築物が前

号に該当する場合に限る。） 

  公民館、集会所その他これらに類す

るもの 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  診療所 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

  Ａ

―

２

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  第３号から第９号までのいずれか

に掲げる建築物の用途に供する部分

を有する共同住宅であって、当該部分

の床面積の合計が７００平方メート

ルを超えるもの（同号に掲げる建築物

の用途に供する部分を有しないもの

を除く。） 

  法第８６条第１項の規定に基づく

認定に係る区域内にある共同住宅（当

該区域内にある１以上の建築物が前

号に該当する場合に限る。） 

  公民館、集会所その他これらに類す

るもの 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの

  診療所 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ
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の他これらに類するもの 

  事務所 

  展示場で床面積の合計が５０平方

メートルを超えるもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

の他これらに類するもの 

  事務所 

  展示場で床面積の合計が５０平方

メートルを超えるもの 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

 略 略 略 略 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

  

３７ 寺尾台１丁目地区整備計画区域 ３７ 寺尾台１丁目地区整備計画区域 

略 略   略 略 

 建

築

物

の

容

積

率

の

最

高

限

度 

建築物の容積率は、１０分の８以下でなければ

ならない。この場合において、建築物の容積率の

算定の基礎となる延べ面積には、次に掲げる床面

積は、算入しない。 

  建築物（３以上の住戸を有する共同住宅又は

長屋を除く。以下この号において同じ。）の地

階でその天井が法第５２条第４項に規定する

地盤面（共同住宅又は長屋の用途に供する建築

物にあっては、建築基準条例第６条の２第２項

に規定する地盤面）からの高さ１メートル以下

にあるものの住宅又は老人ホーム、福祉ホーム

その他これらに類するもの（以下この号におい

て「老人ホーム等」という。）の用途に供する

部分（令第１３５条の１６に定める昇降機の昇

降路の部分又は共同住宅の共用の廊下若しく

は階段の用に供する部分を除く。以下この号に

おいて同じ。）の床面積（当該床面積が当該建

築物の住宅及び老人ホーム等の用途に供する

部分の床面積の合計の３分の１を超える場合

においては、当該建築物の住宅及び老人ホーム

等の用途に供する部分の床面積の合計の３分

の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律第１７条第３項の規定により認定

を受けた計画に係る特定建築物の建築物特定

施設の床面積のうち、移動等円滑化の措置をと

ることにより通常の建築物の建築物特定施設

の床面積を超えることとなる場合における高

齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関す

る法律施行令第２４条に定める床面積 

  建

築

物

の

容

積

率

の

最

高

限

度 

建築物の容積率は、１０分の８以下でなければ

ならない。この場合において、建築物の容積率の

算定の基礎となる延べ面積には、次に掲げる床面

積は、算入しない。 

  建築物（３以上の住戸を有する共同住宅又は

長屋を除く。以下この号において同じ。）の地

階でその天井が法第５２条第４項に規定する地

盤面（共同住宅又は長屋の用途に供する建築物

にあっては、建築基準条例第６条の２第２項に

規定する地盤面）からの高さ１メートル以下に

あるものの住宅の用途に供する部分（共同住宅

の共用の廊下又は階段の用に供する部分を除

く。以下この号において同じ。）の床面積（当

該床面積が当該建築物の住宅の用途に供する部

分の床面積の合計の３分の１を超える場合にお

いては、当該建築物の住宅の用途に供する部分

の床面積の合計の３分の１） 

  高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律第１７条第３項の規定により認定を

受けた計画に係る特定建築物の建築物特定施設

の床面積のうち、移動等円滑化の措置をとるこ

とにより通常の建築物の建築物特定施設の床面

積を超えることとなる場合における高齢者、障

害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律施

行令第２４条に定める床面積 
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 略 略 略 略 

略 略   略 略 

  

３９ 戸手４丁目中央地区整備計画区域 ３９ 戸手４丁目中央地区整備計画区域 

建

築

物

の

用

途

の

制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建築しては

ならない。 

  共同住宅 

  学校、図書館その他これらに類するもの 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これ

らに類するもの 

  病院又は診療所 

  店舗、飲食店その他これらに類するもの（自

家販売のために食品製造業（食品加工業を含

む。）を営むもので、作業場の用に供する部分

を有するものを含む。） 

  老人福祉センター、児童厚生施設その他これ

らに類するもの 

  事務所 

  巡査派出所、公衆電話所その他これらに類す

る公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

  建

築

物

の

用

途

の

制

限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建築しては

ならない。 

  共同住宅 

  学校、図書館その他これらに類するもの 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福祉ホーム

その他これらに類するもの 

  病院又は診療所 

  店舗、飲食店その他これらに類するもの（自

家販売のために食品製造業（食品加工業を含

む。）を営むもので、作業場の用に供する部分

を有するものを含む。） 

  老人福祉センター、児童厚生施設その他これ

らに類するもの 

  事務所 

  巡査派出所、公衆電話所その他これらに類す

る公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

 略 略 略 略 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

略 略   略 略 

 略 略 略 略 

４１ 殿町３丁目地区整備計画区域 ４１ 殿町３丁目地区整備計画区域 

Ａ

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物は、建築してはなら

ない。 

  住宅 

  住宅で事務所、店舗その他これらに

類する用途を兼ねるもの 

  共同住宅、寄宿舎又は下宿 

  老人ホーム、福祉ホームその他これ

らに類するもの 

  店舗、飲食店その他これらに類する

用途に供するものでその用途に供す

る部分の床面積の合計が１０,０００

平方メートルを超えるもの 

  自動車教習所 

  マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、

勝馬投票券発売所、場外車券売場その

  Ａ

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物は、建築してはなら

ない。 

  住宅 

  住宅で事務所、店舗その他これらに

類する用途を兼ねるもの 

  共同住宅、寄宿舎又は下宿 

  老人ホーム、身体障害者福祉ホーム

その他これらに類するもの 

  店舗、飲食店その他これらに類する

用途に供するものでその用途に供す

る部分の床面積の合計が１０,０００

平方メートルを超えるもの 

  自動車教習所 

  マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、

勝馬投票券発売所、場外車券売場その
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他これらに類するもの 

  カラオケボックスその他これに類

する用途に供するものでその用途に

供する部分の床面積の合計が１０,０

００平方メートルを超えるもの 

  劇場、映画館、演芸場又は観覧場の

うち客席の部分の床面積の合計が１

０,０００平方メートルを超えるもの 

  キャバレー、料理店、ナイトクラブ、

ダンスホールその他これらに類する

もの 

他これらに類するもの 

  カラオケボックスその他これに類す

る用途に供するものでその用途に供

する部分の床面積の合計が１０,００

０平方メートルを超えるもの 

  劇場、映画館、演芸場又は観覧場の

うち客席の部分の床面積の合計が１

０,０００平方メートルを超えるもの

  キャバレー、料理店、ナイトクラブ、

ダンスホールその他これらに類する

もの 

 略 略 略 略 

略 略 略 略 

Ｂ

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物は、建築してはなら

ない。 

  住宅 

  住宅で事務所、店舗その他これらに

類する用途を兼ねるもの 

  共同住宅、寄宿舎又は下宿 

  老人ホーム、福祉ホームその他これ

らに類するもの 

  店舗、飲食店その他これらに類する

用途に供するものでその用途に供す

る部分の床面積の合計が３,０００平

方メートルを超えるもの 

  自動車教習所 

  マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、

勝馬投票券発売所、場外車券売場その

他これらに類するもの 

  カラオケボックスその他これに類

する用途に供するものでその用途に

供する部分の床面積の合計が５００

平方メートルを超えるもの 

  劇場、映画館、演芸場又は観覧場の

うち客席の部分の床面積の合計が１

０,０００平方メートルを超えるもの 

  キャバレー、料理店、ナイトクラブ、

ダンスホールその他これらに類する

もの 

  Ｂ

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物は、建築してはなら

ない。 

  住宅 

  住宅で事務所、店舗その他これらに

類する用途を兼ねるもの 

  共同住宅、寄宿舎又は下宿 

  老人ホーム、身体障害者福祉ホーム

その他これらに類するもの 

  店舗、飲食店その他これらに類する

用途に供するものでその用途に供す

る部分の床面積の合計が３,０００平

方メートルを超えるもの 

  自動車教習所 

  マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、

勝馬投票券発売所、場外車券売場その

他これらに類するもの 

  カラオケボックスその他これに類す

る用途に供するものでその用途に供

する部分の床面積の合計が５００平

方メートルを超えるもの 

  劇場、映画館、演芸場又は観覧場の

うち客席の部分の床面積の合計が１

０,０００平方メートルを超えるもの

  キャバレー、料理店、ナイトクラブ、

ダンスホールその他これらに類する

もの 

 略 略 略 略 

略 略 略 略 

Ｃ

地

建 築 物

の 用 途

次に掲げる建築物は、建築してはなら

ない。 

  Ｃ

地

建 築 物

の 用 途

次に掲げる建築物は、建築してはなら

ない。 
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区

の

区

域 

の制限   住宅 

  住宅で事務所、店舗その他これらに

類する用途を兼ねるもの 

  共同住宅、寄宿舎又は下宿 

  老人ホーム、福祉ホームその他これ

らに類するもの 

  自動車教習所 

  マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、

勝馬投票券発売所、場外車券売場その

他これらに類するもの 

  キャバレー、料理店、ナイトクラブ、

ダンスホールその他これらに類する

もの 

区

の

区

域 

の制限   住宅 

  住宅で事務所、店舗その他これらに

類する用途を兼ねるもの 

  共同住宅、寄宿舎又は下宿 

  老人ホーム、身体障害者福祉ホーム

その他これらに類するもの 

  自動車教習所 

  マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、

勝馬投票券発売所、場外車券売場その

他これらに類するもの 

  キャバレー、料理店、ナイトクラブ、

ダンスホールその他これらに類する

もの 

 略 略 略 略 

４３ 新丸子東３丁目南部地区整備計画区域 ４３ 新丸子東３丁目南部地区整備計画区域 

Ａ

―

１

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物は、建築してはなら

ない。 

  住宅 

  共同住宅、寄宿舎又は下宿 

  学校（学校教育法第１条に定めるも

のに限る。） 

  老人ホーム、福祉ホームその他これ

らに類するもの 

  病院又は診療所（患者の入院施設が

あるものに限る。） 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  工場（自家販売のために食品製造業

（食品加工業を含む。）を営むパン屋、

米屋、豆腐屋、菓子屋その他これらに

類するものを除く。） 

  自動車教習所 

  マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、

勝馬投票券発売所、場外車券売場その

他これらに類するもの（ゲームセンタ

ーを除く。） 

  倉庫業を営む倉庫 

  キャバレー、料理店、ナイトクラブ、

ダンスホールその他これらに類する

もの 

  個室付浴場業に係る公衆浴場その

他これに類するもの 

  Ａ

―

１

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物は、建築してはなら

ない。 

  住宅 

  共同住宅、寄宿舎又は下宿 

  学校（学校教育法第１条に定めるも

のに限る。） 

  老人ホーム、身体障害者福祉ホーム

その他これらに類するもの 

  病院又は診療所（患者の入院施設が

あるものに限る。） 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  工場（自家販売のために食品製造業

（食品加工業を含む。）を営むパン屋、

米屋、豆腐屋、菓子屋その他これらに

類するものを除く。） 

  自動車教習所 

  マージャン屋、ぱちんこ屋、射的場、

勝馬投票券発売所、場外車券売場その

他これらに類するもの（ゲームセンタ

ーを除く。） 

  倉庫業を営む倉庫 

  キャバレー、料理店、ナイトクラブ、

ダンスホールその他これらに類するも

の 

  個室付浴場業に係る公衆浴場その他

これに類するもの 

 略 略 略 略 
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 改正後 改正前 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

４８ 産業道路駅前地区整備計画区域 ４８ 産業道路駅前地区整備計画区域 

Ｂ

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  共同住宅 

  学校、図書館その他これらに類する

もの 

  老人ホーム、保育所、福祉ホームそ

の他これらに類するもの 

  病院又は診療所 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  事務所 

  自家販売のために食品製造業（食品

加工業を含む。）を営むパン屋、米屋、

豆腐屋、菓子屋その他これらに類する

もの 

  運動施設（ボーリング場、ゴルフ練

習場及びバッティング練習場を除

く。） 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

  Ｂ

地

区

の

区

域 

建 築 物

の 用 途

の制限 

次に掲げる建築物以外の建築物は、建

築してはならない。 

  共同住宅 

  学校、図書館その他これらに類する

もの 

  老人ホーム、保育所、身体障害者福

祉ホームその他これらに類するもの 

  病院又は診療所 

  店舗、飲食店その他これらに類する

もの 

  老人福祉センター、児童厚生施設そ

の他これらに類するもの 

  事務所 

  自家販売のために食品製造業（食品

加工業を含む。）を営むパン屋、米屋、

豆腐屋、菓子屋その他これらに類する

もの 

  運動施設（ボーリング場、ゴルフ練

習場及びバッティング練習場を除

く。） 

  巡査派出所、公衆電話所その他これ

らに類する公益上必要な建築物 

  前各号の建築物に附属するもの 

 略 略 略 略 

略 略 略 略 

略 略 略 略 

略 略 略 略 
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川崎都市計画地区計画の変更（川崎市決定）                         

 

都市計画五月台地区地区計画を次のように変更する。 

 

 

 

 

名 称           五月台地区地区計画 

位 置           
川崎市麻生区五力田1丁目、五力田2丁目、五力田3丁目、片平1丁目、

片平2丁目及び片平5丁目 

面 積           約 24.6 ha 

地 区 計 画 の 目 標           

本地区は、小田急多摩線五月台駅に近接した地区であり、土地区画整理事

業によって道路や公園などの基盤施設が整備され、低層の住宅を中心とした

良好な居住環境が形成されている。 

本計画によって、閑静でうるおいのある良好な居住環境を守るとともに、

将来にわたり良好な住宅地を育んでいくことを目標とする。 

また、小田急多摩線五月台駅の駅前の環境や景観との調和にも配慮してい

くこととする。 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

土地利用の方針 

本地区は、住宅を中心とした良好な居住環境の形成、維持及び保全を図

るため、特性に応じて地区を区分し、それぞれ以下の方針のもとに、適正

な土地利用を形成していくこととする。 

 

1  低層住宅地区Ａ   

戸建て住宅の立地を主体とし、戸建ての住宅地のまとまりによっ

て、良好な居住環境の形成及びその維持、保全を図る。 

2  低層住宅地区Ｂ及び低層住宅地区Ｃ   

戸建て住宅の立地を主体とする中で、低層共同住宅等の立地が可能

な地区として、低層住宅地としての良好な居住環境の形成及びその維

持、保全を図る。 

3  中層住宅地区Ａ 

中層共同住宅地としての良好な居住環境の形成及びその維持、保全

を図る。 

4  中層住宅地区Ｂ 

中層共同住宅の立地を主体とする中で、店舗や事務所等の立地が可

能な地区として、中層住宅地としての良好な居住環境の形成及びその

維持、保全を図る。 

5 住宅地区 

住宅の立地を主体とし、周辺住宅地と調和した良好な居住環境の形

成及びその維持、保全を図る。 

地区施設の整備の方針

本地区内には、土地区画整理事業により道路、公園その他の基盤施設が整

備されている。 

本計画では、これらの機能が損なわれないように維持、保全に努める。 

建築物等の整備の方針

住宅を中心とした良好な居住環境の形成とその維持及び保全を図るため、

建築物等の用途の制限、建築物の容積率の最高限度、建築物の敷地面積の最

低限度、建築物等の高さの最高限度その他について、必要な基準を設ける。
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地

区

整

備

計

画

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地 
区 
の 
区 
分 

地区の名称 低層住宅地区Ａ 低層住宅地区Ｂ 

地区の面積 約 17.5 ha 約 5.2 ha 

建 築 物 等 の

用 途 の 制 限

次に掲げる建築物以外のものは、建

築してはならない。 

 

1 住宅（3 以上の住戸を有する長屋

を除く。） 

2 共同住宅（3 以上の住戸を有する

ものを除く。） 

3 住宅（3 以上の住戸を有する長屋

を除く。）で延べ面積の 1/2 以上を

居住の用に供し、かつ、次のいずれ

かに掲げる用途を兼ねるもの（これ

らの用途に供する部分の床面積の合

計が50㎡を超えるものを除く。） 

ア 事務所 

イ 学習塾、華道教室、囲碁教室そ

の他これらに類する施設 

 ウ 美術品又は工芸品を製作するた

めのアトリエ又は工房（原動機を

使用する場合にあっては、その出

力の合計が 0.75kw 以下のものに

限る。） 

次に掲げる建築物以外のものは、建

築してはならない。 

 

1 住宅 

2 共同住宅  

3 住宅で延べ面積の 1/2 以上を居住

の用に供し、かつ、次のいずれかに

掲げる用途を兼ねるもの（これらの

用途に供する部分の床面積の合計が

50㎡を超えるものを除く。） 

ア 事務所 

イ 学習塾、華道教室、囲碁教室そ

の他これらに類する施設 

ウ 美術品又は工芸品を製作するた

めのアトリエ又は工房（原動機を

使用する場合にあっては、その出

力の合計が 0.75kw 以下のものに

限る。） 

 

4 公民館、集会所その他これらに類するもの 

5 診療所（患者の入院施設を有するものを除く。） 

6 巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する公益上必要な建築物 

7 前各号の建築物に附属するもの 

建築物の容積率

の 最 高 限 度

 

 

ただし、共同住宅の地階でその天井が地盤面からの高さ1m以下にあるものの

住宅の用途に供する部分の床面積を算入する。 

建 築 物 の 敷 地

面積の最低限度

150㎡ 

ただし、公民館、集会所その他これらに類するもの及び巡査派出所、公衆電

話所その他これらに類する公益上必要な建築物を除く。 

なお、150㎡未満の土地であっても、都市計画決定日（基準時）に宅地として

利用されている場合は、建築物の建築はできるが、宅地をさらに細分化するこ

とはできない。 

建 築 物 等 の

高さの最高限度

建築物の高さは、10m以下とする。 

建築物の各部分の高さは、当該部分から前面道路の反対側の境界線又は隣地

境界線までの真北方向の水平距離の0.6倍に5mを加えたもの以下とする。 

垣 又 は さ く の

構 造 の 制 限

道路に面する部分に設ける垣又はさくの構造は、生垣など、良好な住宅地に

相応しい圧迫感の少ないものとする。 

8 

10 
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地

区

整

備

計

画

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地 
区 
の 
区 
分 

地区の名称 低層住宅地区Ｃ 

地区の面積 約 0.3 ha 

建 築 物 等 の

用 途 の 制 限

次に掲げる建築物以外のものは、建築してはならない。 

 

1 住宅 

2 共同住宅  

3 住宅で延べ面積の 1/2 以上を居住の用に供し、かつ、計画図表示の市道五

力田71号線の部分に接する敷地については、アイウエオカキ、その他につい

ては、アイウに掲げる用途を兼ねるもの（これらの用途に供する部分の床面

積の合計が50㎡を超えるものを除く。） 

ア 事務所 

イ 学習塾、華道教室、囲碁教室その他これらに類する施設 

ウ 美術品又は工芸品を製作するためのアトリエ又は工房（原動機を使用す

る場合にあっては、その出力の合計が0.75kw以下のものに限る。） 

エ 日用品の販売を主たる目的とする店舗又は食堂若しくは喫茶店 

オ 理髪店、美容院、クリーニング取次店、質屋、貸衣装屋、貸本屋その他

これらに類するサービス業を営む店舗 

カ 洋服店、畳屋、建具屋、自転車店、家庭電気器具店その他これらに類す

るサービス業を営む店舗（原動機を使用する場合にあっては、その出力の

合計が0.75kw以下のものに限る。） 

キ 自家販売のために食品製造業を営むパン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その

他これらに類するもの（原動機を使用する場合にあっては、その出力の合

計が0.75kw以下のものに限る。） 

4 公民館、集会所その他これらに類するもの 

5 診療所（患者の入院施設を有するものを除く。） 

6 巡査派出所、公衆電話所その他これらに類する公益上必要な建築物 

7 前各号の建築物に附属するもの 

建築物の容積率

の 最 高 限 度

 

 

ただし、共同住宅の地階でその天井が地盤面からの高さ1m以下にあるものの

住宅の用途に供する部分の床面積を算入する。 

建 築 物 の 敷 地

面積の最低限度

150㎡ 

ただし、公民館、集会所その他これらに類するもの及び巡査派出所、公衆電

話所その他これらに類する公益上必要な建築物を除く。 

なお、150㎡未満の土地であっても、都市計画決定日（基準時）に宅地として

利用されている場合は、建築物の建築はできるが、宅地をさらに細分化するこ

とはできない。 

建 築 物 等 の

高さの最高限度

建築物の高さは、10m以下とする。 

建築物の各部分の高さは、当該部分から前面道路の反対側の境界線又は隣地

境界線までの真北方向の水平距離の0.6倍に5mを加えたもの以下とする。 

垣 又 は さ く の

構 造 の 制 限

道路に面する部分に設ける垣又はさくの構造は、生垣など、良好な住宅地に

相応しい圧迫感の少ないものとする。 

8 

10 



54 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地

区

整

備

計

画

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地 
区 
の 
区 
分 

地区の名称 中層住宅地区Ａ 中層住宅地区Ｂ 

地区の面積 約 0.4 ha 約 0.5 ha 

建 築 物 等 の

用 途 の 制 限

次に掲げる建築物は建築してはなら

ない。 

 

1 大学、高等専門学校、専修学校そ

の他これらに類するもの 

2 神社、寺院、教会その他これらに

類するもの 

3 公衆浴場 

4 自動車車庫（建築物に付属するも

のを除く。） 

5 倉庫（建築物に附属するものを除

く。） 

 

次に掲げる建築物は建築してはなら

ない。 

 

1 ホテル又は旅館 

2 ボーリング場、スケート場、水泳

場その他これらに類する運動施設 

3 大学、高等専門学校、専修学校そ

の他これらに類するもの 

4 神社、寺院、教会その他これらに

類するもの 

5 公衆浴場 

6 自動車車庫（建築物に附属するも

のを除く。） 

7 工場（パン屋、米屋、豆腐屋、菓

子屋その他これらに類する食品製造

業を営むものを除く。） 

8 倉庫（建築物に附属するものを除

く。） 

9 畜舎で床面積の合計が 150 ㎡を超

えるもの 

垣 又 は さ く の

構 造 の 制 限

道路に面する部分に設ける垣又はさくの構造は、生垣など、良好な住宅地に相

応しい圧迫感の少ないものとする。 
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「区域、地区整備計画の区域及び地区の区分は計画図表示のとおり」 

 

地

区

整

備

計

画

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地 
区 
の 
区 
分 

地区の名称 住宅地区 

地区の面積 約 0.7 ha 

建 築 物 等 の

用 途 の 制 限

次に掲げる建築物は建築してはならない。 

 

1 ホテル又は旅館 

2 ボーリング場、スケート場、水泳場その他これらに類する運動施設 

3 大学、高等専門学校、専修学校その他これらに類するもの 

4 神社、寺院、教会その他これらに類するもの 

5 公衆浴場 

6 自動車車庫（建築物に附属するものを除く。） 

7 工場（パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他これらに類する食品製造業を営

むものを除く。） 

8 倉庫（建築物に附属するものを除く。） 

9 畜舎で床面積の合計が150㎡を超えるもの 

建 築 物 の 敷 地

面積の最低限度

100㎡ 

ただし、公民館、集会所その他これらに類するもの及び巡査派出所、公衆便所

その他これらに類する公益上必要な建築物を除く。 

なお、100㎡未満の土地であっても、都市計画決定日（基準時）に宅地として

利用されている場合は、建築物の建築はできるが、宅地をさらに細分化すること

はできない。 

建 築 物 等 の

高さの最高限度

建築物の高さは、13m以下とする。 

建築物の各部分の高さは、当該部分から前面道路の反対側の境界線又は隣地境

界線までの真北方向の水平距離の1.25倍に10mを加えたもの以下とする。 

垣 又 は さ く の

構 造 の 制 限

道路に面する部分に設ける垣又はさくの構造は、生垣など、良好な住宅地に相

応しい圧迫感の少ないものとする。 
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理由書 

 

川崎都市計画地区計画の変更（五月台地区地区計画） 

 

本市では、川崎市新総合計画『川崎再生フロンティアプラン』に基づき、既

成市街地及び市街化が進行しつつある地区において、地域の実情に合わせ、良

好な市街地環境の形成、維持保全を図ることを目的とした地区計画制度の利用

を推進しています。 
また、『川崎市都市計画マスタープラン麻生区構想』では、土地区画整理等に

より整備された計画的な住宅地において、住民の発意による、地区計画等を活

用した土地利用のルールづくりを支援し、住環境の保全・向上を誘導するとし

ています。 
こうした位置づけのある五月台地区では、土地区画整理事業により都市基盤

施設が整備され、低層住宅を中心として良好な住環境が形成されていたことか

ら、その維持保全を図ることを目的とした地区計画について、地域住民の合意

形成が図られた区域において、平成１９年１２月２７日に地区計画を都市計画

決定し、平成２０年３月２５日に条例化しております。 
その後においても、周辺区域に形成された良好な住環境の維持保全をめざし、

地域の住民による継続的な検討が重ねられ、五月台地区地区計画に隣接する中

層住宅等が立地する区域の合意形成が図られたことから、五月台地区地区計画

の区域を拡大し、良好な住環境の維持保全を図るため、平成２６年１２月３日

に地区計画の変更が行われたものです。 
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告示番号・告示日 

 

 

 五月台地区 

 

１ 都市計画の種類及び名称 

   川崎都市計画地区計画の変更（五月台地区地区計画）  

２ 告示番号 

   川崎市告示第６４０号  

３ 告示年月日 

平成２６年１２月３日  

 

 

 

 


